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宮城県保健環境センター年報　第２１号　２００３ －1－

衛生部に設置されていた細菌検査所と衛生試験室の２部門が合併されて衛生試験所として発足
仙台市跡付丁１番地（現勾当台会館）に新築移転し衛生研究所と改称
市内の大火により類焼
仙台市覚性院丁１６に新築移転
機構改正により総務課，細菌課，化学課の３課制施行
機構改正により庶務課，微生物部，理化学部，環境衛生部の１課３部制施行
第１８回保健文化賞受賞
同上受賞により知事より褒賞
機構改正により庶務課，微生物部，理化学部，環境衛生部，公害部の１課４部制施行
機構改正により公害部が公害技術センターとして独立。環境管理部，大気部，水質部，特殊公害部の４部制施行
現在地に新築移転
機構改正により宮城県総合衛生センター新設。衛生研究所庶務課は総合衛生センターの所管となる
機構改正により公害技術センターが生活環境部の所管となる
宮城県沖地震により甚大な被害を受ける
地震災害復旧工事完了
衛生研究所設立３０周年記念誌発行
公害技術センター設立１０周年記念誌発行
機構改正により総合衛生センター，衛生研究所及び公害技術センターを統合し「宮城県保健環境センター」
１局７部制となる（環境管理部を情報管理部と名称変更）
分庁舎新築（血清疫学情報センター）
機構改正により特殊公害部が大気部と統合され１局６部制となる
情報管理部内に環境情報センターを設置
行政改革推進計画に基づき事務局に班（グループ制）を導入する
特定化学物質検査棟新築
機構改正により試験検査部，保健環境センター古川支所が新たに設置され１局７部１支所制となる
５部の名称を変更

昭和２２．１．１
２４．７．１
２６．４．２２
２７．２．１８
３７．１．１
４１．４．１
４１．９．２０
４１．１１．５
４４．７．２１
４６．４．１
４７．４．１

４９．４．１
５３．６．１２
５４．３．３１
５５．３．３１
５６．７．３１
５７．８．１

６２．４．１
６３．４．１

平成２．８．３０
１１．４．１
１１．８．３０
１２．４．１
１４．４．１

１．各部の事務の総合調整に関すること総務班事　務　局副所長所　長

２．庶務に関すること

１．調査研究に係る総合的な企画及び調整に関すること企画情報部

２．保健衛生及び環境保全に関する情報の収集，解析及び管理に関すること

３．環境管理，環境影響評価及び自然保護等に関すること

４．血清の収集及び保存に関すること

５．保健衛生及び公害防止に係る研修及び指導の調整に関すること

１．細菌，ウィルス，その他微生物に関すること微 生 物 部

２．臨床検査，血清及び遺伝子に関すること

３．試験研究用動物の飼育に関すること

１．食品の化学物質に関すること生活化学部

２．薬品，化粧品に関すること

３．家庭用品の化学物質に関すること

４．室内環境有害化学物質に関すること

１．微量化学物質に関すること環境化学部

２．資源循環に関すること

３．飲料水及び鉱泉に関すること

４．その他環境衛生一般に関すること

１．大気汚染に関すること大気環境部

２．自動車排出ガス，ばい煙及び粉じんに関すること

３．騒音及び振動に関すること

４．悪臭物質等に関すること

１．水環境の汚染に関すること水 環 境 部

２．公共用水域の底質の有害物質に関すること

３．工場等の排出水の水質に関すること

１．食品衛生に関すること試験検査部

２．その他生活衛生一般に関すること試験検査班古 川 支 所

（平成１５年４月１日現在）



��������

　�　� � � � 　（平成１５年４月１日現在）

���� � � �

－2－

摘　　要欠（過）員現　員定　数区　分摘　　要欠（過）員現　員定　数区　分

ほか兼務職員２名－

－

７３

８２

７３

８２

技 術 吏 員

計

事務１，技術２名

育児休業１名

－

－

－

１

３

５

１

３

５

所 長

副 所 長

事 務 吏 員

氏　名職　　名部
名氏　名職　　名部

名氏　名職　　名部
名氏　名職　　名部

名

鈴木　　隆（兼）部　　長

試　
　

験　
　

検　
　

査　
　

部

鈴木　康民部　　　長

大　
　

気　
　

環　
　

境　
　

部

山木　紀彦研 究 員

微　

生　

物　

部

武部　芳明所 長

斎藤　紀行技術副参事新垣　康秀総括研究員佐藤　由美技 師熊谷　　昇副 所 長（兼）
（ 事 務 局 長 ）

梅津　幸司技 術 次 長高橋　誠幸総括研究員菅原　直子技 師渡辺　丈夫副 所 長（兼）
（環境生活部技術参事）

川野　みち技 術 次 長中村　栄一
（企画情報部兼務）総括研究員佐々木美江技 師鈴木　　�副 所 長（兼）

（試験検査部長）

�岡　勝悦技 術 次 長木戸　一博総括研究員山口　友美技 師海野金次郎（兼）（衛生研究担当）（仙
台保健福祉事務所長）

渡邉　　節技 術 主 幹小野　研一上 席 主 任
研 究 員菊地奈穂子技 師熊谷　　昇（兼）局 長

事

務

局

千葉　美子技 術 主 査北村　洋子上 席 主 任
研 究 員田村　広子技 師岡崎　英治副参事兼次長

（総括担当）

名村真由美技 師菊地　英男上 席 主 任
研 究 員佐藤　信俊部 長

生　
　

活　
　

化　
　

学　
　

部

内海　逸郎次 長
（班　長）総

務

班

菅原　隆一上 席 主 任
研 究 員石川　　潔総括研究員佐藤由起夫主 査

坂本　和臣支所長（兼）大崎保健
福祉事務所技術副所長

古　
　

川　
　

支　
　

所

小泉　俊一主任研究員�橋紀世子上 席 主 任
研 究 員佐藤　明美主　　事

山田　わか技術次長
（班長）

試　

験　

検　

査　

班

佐久間　隆主任研究員氏家　愛子上 席 主 任
研 究 員北原　真理主　　事

加茂えり子技術主幹宮城　英�副 主 任
研 究 員赤間　　仁副 主 任

研 究 員小葉松英行部 長

企　

画　

情　

報　

部

小林　妙子主任主査曽根美千代研 究 員仁平　　明総括研究員

氏家　雪乃技術主査大庭　和彦部 長

水　
　

環　
　

境　
　

部

長船　達也技 師阿部　和男総括研究員

日野久美子技術主査牧　　　滋総括研究員斎藤　善則部 長

環　
　
　

境　
　
　

化　
　
　

学　
　
　

部

小室　健一上 席 主 任
研 究 員

後藤つね子技術主査栗野　　健総括研究員高橋　秀逸総括研究員小林　　孜上 席 主 任
研 究 員

千葉　圭子技 師小山　孝昭総括研究員鈴木　　滋総括研究員茂木　正子技 術 主 幹

研究職（６３名）
　所　　　　　　長　１名
　副　　　所　　　長　２名
　部　　　　　　長　６名
　総 括 研 究 員　１４名
　上席主任研究員　１４名
　主 任 研 究 員　５名
　副 主 任 研 究 員　５名
　研　　　究　　　員　４名
　技　 術　 吏　 員　１０名
医療職（１４名）
　技　 術　 吏　 員　１４名
行政職（７名）
　事　 務　 吏　 員　６名
　技　 術　 吏　 員　１名

佐々木久雄総括研究員�　　　茂上 席 主 任
研 究 員白取　博志主任研究員

清野　　茂上 席 主 任
研 究 員加藤　謙一上 席 主 任

研 究 員

渡部　正弘上 席 主 任
研 究 員佐藤　好克上 席 主 任

研 究 員秋山　和夫部 長

微　

生　

物　

部

阿部　公恵副 主 任
研 究 員佐藤眞貴子上 席 主 任

研 究 員御代田恭子総括研究員

三沢　松子副 主 任
研 究 員泉澤　　啓主任研究員沖村　容子主任研究員

阿部　郁子技 師中村　朋之技　 師畠山　　敬副 主 任
研 究 員

佐々木多栄子技 師植木　　洋研 究 員

後藤　郁男研 究 員

、
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宮城県保健環境センター年報　第２１号　２００３ －3－

摘 要決　算　額科　　　　　目摘要決　算　額科　　　　　目

３３，３２９
３３，３２９
３３，３２９

３，１７８，２２９

１４　諸 収 入
　０６　雑　　　　入
　　０５　雑　　　　入

計

３，１４４，９００
１，５００
１，５００

３，１４３，４００
３，１４３，４００

０８　使用料及び手数料
　０１　使 用 料
　　０１　総務使用料
　０２　手 数 料
　　０２　衛生手数料

摘　要決　算　額科　　　　　目摘　要決　算　額科　　　　　目

４２９，０００
９，５４１，３５９
９，５４１，３５９
３２２，２５３
３２２，２５３
３２２，２５３

２７９，６１３，０１６

３３４，５３０
１６，１０５
１６，１０５
３１８，４２５
３１８，４２５
９，０８９，４７１
８，１４９，５１１
８，０２１，４１４
１２８，０９７
３９，０６０
３９，０６０
９００，９００
７６９，４６６
１３１，４３４

９，４２４，００１

２８９，０３７，０１７

　　１０　農作物対策費
　０５　水 産 業 費
　　０４　水産業振興費
０７　商 工 費
　０３　企業指導費
　　０３　工業技術指導費

本　所　計

������
０２　総 務 費
　０１　総務管理費
　　０２　人事管理費
　１０　生活環境費
　　０１　生活環境総務費
０４　衛 生 費
　０２　環境衛生費
　　０２　食品衛生指導費
　　０４　環境衛生諸費
　０３　公害対策費
　　０２　公害防止費
　０５　医 薬 費
　　０１　医薬総務費
　　０５　薬 務 費

支　所　計

合　　　計

２，１０７，４９４
７２，３４２
７２，３４２
６４３，２２６
６４３，２２６
１，３９１，９２６
１，０９４，７５９
２９７，１６７

２６７，２１２，９１０
５１，２００，６８７
２９，４９１，３６８
２１，６０５，３３９
１０３，９８０

４２，１９４，００１
２８，８３９，４４４
１１，７３６，５６７
１，５２２，８１０
９５，１８０

６２，５１９，６４８
３９９，５５４

６２，１２０，０９４
２４５，０００
２４５，０００

１１１，０５３，５７４
１１０，５５５，６０１
４８４，８６５
１３，１０８

９，９７０，３５９
４２９，０００

������
０２　総 務 費
　０１　総務管理費
　　０２　人事管理費
　０６　防 災 費
　　０２　防災対策費
　１０　生活環境費
　　０１　生活環境総務費
　　０５　環境保全費
０４　衛 生 費
　０１　公衆衛生費
　　０２　母子保健費
　　０４　感染症対策費
　　０５　結核対策費
　０２　環境衛生費
　　０２　食品衛生指導費
　　０３　環境衛生施設指導費
　　０４　環境衛生諸費
　　０５　獣疫衛生指導費
　０３　公害対策費
　　０１　公害総務費
　　０２　公害防止費
　０４　保 健 所 費
　　０１　保 健 所 費
　０５　医 薬 費
　　０１　医薬総務費
　　０５　薬 務 費
　　０７　栄養管理対策費
０６　農林水産業費
　０１　農　　業　　費

摘　要数量用　　　　　途規　　　　　　　格名　　　　　　称

１

１
１
２
１
１

血液疫学情報センター業務

ウイルス観察
微生物検査
検体保存
先天性代謝異常検査用
ウイルスの培養

ＩＢＭ　ＰＳ５５３０Ｚ

日立　Ｈ－５００
日立　ＳＣＶ－１３００ＥＣ�Ｂ
レブコ　ＵＬＴ－７１２０
日立　Ｌ８５００
平沢　ＣＰＯ－１７０ＷＭ

　（企画情報部）
高速液体クロマトグラフシステム
　（微生物部）
電子顕微鏡
安全キャビネット
超低温槽
アミノ酸分析計
炭酸ガス培養器



－4－

摘　要数量用　　　　　途規　　　　　　　格名　　　　　　称

動物舎

リース
リース

１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
1

１
１
４
１
１
１
１
１
１
１
１

１
１
１
４
１
１
１
１

１８
１
６
１
１
６
２
１
１６
３
１
３
１
１

ウイルスの分離
ウイルスの分離
試験検査
電子顕微鏡付属
電子顕微鏡付属
試験検査
　　〃
　　〃
検体保存

試験検査
試料の分離精製
試験検査
器具の滅菌
遺伝子解析
　　〃
試験検査
クリプトスポリジウムの検査

微量成分の分離定量
　　　　〃
　　　　〃
　　　　〃
特殊有害物等の検査
比色定量分析
有害物質等の検出用
微量成分の分離定量
　　　　〃
試験検査

浸出水検査
微量金属の分析
試験検査用
微量成分の分離定量
水道水等の検査
微量有機化学物質の分析
試験検査
試料の調製

大気汚染観測
　　　〃
大気汚染測定
　　　〃
大気汚染観測
大気汚染測定
環境騒音測定
有害大気汚染物質測定
大気汚染測定
　　　〃
蛍光物質の定量
大気汚染測定
　　　〃
水銀測定

久保田　ＭＯＤＥＬ７８２０
久保田　ＭＯＤＥＬ７９３０
ベックマン　ＴＬ－１００
エイコウエンジニアリング　ＩＢ－１０Ｓ
エイコウエンジニアリング　ＶＸ－１０Ｓ
米国バイオラッド社　１７０－３６７１ＤＡ
バイオラッドラボラトリーズ社　Ｃｈｅｍｉ　Ｄｏｃ
米国ベックマン社　ｏｐｔｉｍａＬ－７０Ｋ
ＵＬＴ－１３８６－７
日立工機製　ＣＲ２０Ｇ付属ロータＲ１２Ａ３
日立　ＣＨ－３３
ハイランド　ＬＫＢ
オリンパス　ＡＨＢＴ－ＦＬ
サクラＡ�Ｓ－００６
ＡＢＩＰＲＩＳＭ３１０－２０
アトー㈱ＡＥ－６９２０Ｍ－０２Ｋ
アプライドバイオシステムジャパン　ＡＢＩ　ＰＲＩＳＭ７９００ＨＴ－４
オリンパス光学工業㈱ＡＸ－７０型

アジレント　ＨＰ１１００
アジレント　ＨＰ６８９０／５９７３
ＨＰ－５８９０�　外
ＨＰ社製　ＨＰ１１００シリーズ　ＨＰＬＣシステム
日立　Ｚ－６１００
島津　ＵＶ－２２００
パーキンエルマー　１６４０ＦＴ－ＩＲ
島津　ＬＣ－１０Ａ
ウォーターズ　ＳＦ２１２０
ＨＰ６８９０
日本光学　ＶＢＳ－ＦＴ－３５２１５６２

日立　Ｚ－８２７０
日立　１７０－５０Ａ
島津　ＵＶ－２６０
ＨＰ－５８９０�　外
ＤＸ－ＡＱ１１２０
ＨＰ－５８９０�
ベスト測器社　ＢＣＯ－６１１
日本ミリポア　ミリ－ＱＳＱＧ－１０Ｓｖｏｃ

日本電気　ＵＴＩ－８００
ＵＴＩ－８００
柴田科学　ＢＡＭ－１０２
ＤＫＫ　ＧＮ－７２Ｈ
ＫＴＤ－１０００
ＤＫＫ　ＧＸＨ－７３－Ｍ２　外
日東音響エンジニアリング�　ＤＬ－８０ＰＴ
日本電子�　ＪＭＳ－ＡＭ２１５型卓上型ＱＭＳ
紀本電子　ＭＯＤＥＬ－２３２　外
堀場　ＡＰＨＡ－３５００　外
島津　ＵＶ－２００
紀本電子　ＭＯＤＥＬ－３３１　外
ＧＲＨ－７６Ｍ－１
日本インスツルメンツ　マーキュリー－ＳＰ－３

高速冷却遠心機
高速冷却遠心機
微量高速冷却遠心機
イオンエッチング装置
多層膜真空蒸着装置
パルスフィールド電気泳動システム
電気泳動解析装置
多機能超遠心機
超低温槽
高速冷却遠心機
ＣＯ２インキュベータ
分画分取装置
蛍光顕微鏡
高圧蒸気滅菌装置
ＤＮＡシーケンサ
ＤＮＡ解析システム
定量ＰＣＲ装置
蛍光落射顕微鏡
（生活化学部）
高速液体クロマトグラム質量分析計
ガスクロマトグラム質量分析計
ガスクロマトグラフ
高速液体クロマトグラフ
原子吸光光度計
自記分光光度計
赤外分光光度計
高速液体クロマトグラフシステム
ゲル浸透クロマトグラフ（ＧＰＣ）
ガスクロマトグラフ
生物顕微鏡
（環境化学部）
原子吸光光度計
原子吸光分光光度計
自記分光光度計
ガスクロマトグラフ
イオンクロマトグラフ
質量検出器付ガスクロマトグラフ
ポータブルＣＯ／Ｏ２分析装置
超純水製造装置
（大気環境部）
データ回収装置
データ収録装置
浮遊粒子状物質計
フッ素計
逆転層計
オキシダント計
環境騒音観測装置
ガスクロマトグラフ質量分析計
窒素酸化物計
炭化水素計
分光光度計
二酸化硫黄粉じん計
硫黄酸化物粉じん計
水銀測定専用装置
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摘　要数量用　　　　　途規　　　　　　　格名　　　　　　称

リース

１
１
１
１
１
１
５
２
１
１
４
１
１
１
１
２
１
１
１

１
２
３
１
１
１
１
３
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
２

１
１
１
１

１
１
１
１
１

１
１
１

大気汚染測定
排気ガス測定
燃料中のイオン測定
酸性雨調査
大気汚染観測
大気汚染観測
航空機騒音測定
　　　〃
自動車騒音測定
大気測定
　　〃
　　〃
大気汚染観測
大気汚染監視
大気測定
大気汚染測定
煙道検査
地方公害研究

有機化合物の構造解析確認
海域水質の連続測定
水質測定
ＮＰ等の自動分析
流量測定
水の有機炭素分析
生物試験用
微量成分の分離測定
微量成分の分離測定
農薬測定
水質保全対策用
金属類の分析
環境測定
水質保全対策用
Ｃ，Ｎ，ＳｉＯ２等の自動分析
重金属の分析

ダイオキシン測定用
　　　　〃
　　　　〃
　　　　〃

試験検査
　　〃
　　〃

重金属分析

試験検査
　　〃
　　〃

島津　ＵＲＡＤ－１０００
ベスト測器　ＢＣＬ－６１１　Ｂ－８７０００５ＢＩＲ
リガク　サルファーＸ３５７６
柴田科学　ＡＷ－３０１
ＭＳ－４２　ＦＴ　ＤＷ－１　Ｋ－８５０
海上電気　ＳＡ－２００
リオン　ＮＡ－３５　外
リオン　ＮＡ－３３　外
　　〃　　　　外
東亜電波工業　ＩＣＡ－５０００
日立　２６３－７０　外
日本ウオーターズリミテット
日本電気
Ｎ－４５００－１０
クロムバック　ＣＰ４０１０　ＰＴＩ／ＴＣＴ
ＤＫＫ　ＣＧＣ－１２
濁川理化工業　ＮＧＺ－５０Ｓ
ウォーターズアライアンスＰＤＡシングルシステム
柴田科学　ＢＡＭ－１０２０

日立　２７０－３０型
東亜電波工業　ＷＱＭＳ　外
東亜電波工業　ＣＯＤＭＳ－ＯＷＡ
ＴＲＡＡＣＳ－８００　４ＣＭ仕様
ＮＫＳ　システムＱ
ＴＯＣ－５００　ＶＯＣ付
矢沢科学
ＨＰ－５８９０シリーズ�
ＨＰ－ＧＩ８０１Ｃ　ＧＣＤ
日本ミリボア　ＬＣモジュールＩ／ＰＤＡ
ＨＰ－５９７２Ａ
日立　Ｚ－８２３０
三洋電機メディカシステム
島津製作所　ＱＰ５０５０Ａ
テクニコン　ＡＡ－２型
日立Ｐ－５０００型
アカモク栽培モジュール外一式
ＧＣＭＳ－ＱＰ２０１０
東亜電波工業　ＷＱＨＳ

サーモクエスト製　ＭＡＴ９５ＸＬ
日本ミリポア　ミリーＱ　ＥＤＳ－１０Ｌ
日本ダイオネクス　ＡＳＥ－２００
Ｔｒａｃｅ２０００　外

島津製作所　ＬＣ－ＶＰ
島津製作所　ＬＣ－２４０　外
ＵＶ－２６０型
島津ＧＯ－９ＡＰＦ
三英製作所　ＤＳＣ－８Ｋ

Ｌ－７１００
ＨＰ６８９０シリーズ
日本光学　ＶＦ－Ｒ

一酸化炭素計
ＮＯＸガス分析計
蛍光Ｘ線イオウ分析計
酸性雨自動測定装置
温度湿度日射計
超音波式風向風速計
航空機騒音自動測定装置
航空機騒音用自動演算騒音計
自動車騒音移動固定用測定装置
イオンクロマトグラフ
ガスクロマトグラフ
高速液体クロマトグラフ用送液ポンプ
気象短波ＦＡＸ受信システム
大気汚染監視システム
揮発性成分濃縮導入装置
校正用ガス調整装置
記録式動圧平衡型自動ダスト試料採取装置
高速液体クロマトグラフ分析システム
微粒子自動測定装置
（水 環 境 部）
赤外分光光度計
海域水質自動監視装置
ＣＯＤ自動測定装置
オートアナライザー
ポータブル流量計
全有機炭素計
生物培養装置
ガスクロマトグラフ
ガスクロマトグラフ
高速液体クロマトグラフ
ガスクロマトグラフ質量検出器
原子吸光光度計
プレハブ低温室
ガスクロマトグラフ質量分析計
オートアナライザー
ＩＣＰ質量分析装置
アカモク水質浄化実験装置
ガスクロマトグラフ四重極型質量分析計
河川水質自動監視装置
（特定化学物質検査棟）
高性能ガスクロマトグラフ質量分析計
超純水製造装置システム
高速溶媒抽出装置
四重極イオントラップ型質量分析計
（試験検査部）
ＰＤＡ検出器付高速液体クロマトグラフ
高速液体クロマトグラフ
自記分光光度計
ガスクロマトグラフ
ドラフトチャンバー
（古 川 支 所）
高速液体クロマトグラフ
ガスクロマトグラフ
落射蛍光顕微鏡

１７６合　　　　　　計
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備　　　考内　　　　容対　　象　　者研 修 名 称年月日

微生物部

２日間
結核菌のＲＦＬＰ解析福島県衛生研究所１名結核菌研修

１４．４．２４

～４．２５

大気環境部

２日間

騒音・振動・悪臭の基礎知識，

測定技術講習

保健所環境公害班及び市町

村公害担当者３８名

騒音振動・悪臭技術研修

会

１４．５．９

～５．１０

微生物部

３日間
豚疾病の遺伝子解析食肉衛生検査所１名シークエンス研修

１４．７．２９

～７．３１

生活化学部

２日間

日本なし・リンゴ中の無登

録農薬残留検査

産業技術総合センター１

名，畜産試験場２名
無登録農薬残留検査研修

１４．８．３１

～９．１

企画情報部

１日間

地球温暖化問題の基礎，

ＩＳＯ１４００１の概要

宮城県環境保全活動アドバ

イザー２７名

環境保全活動アドバイ

ザー研修会
１４．１１．８

微生物部

２日間

食品からの黄色ブドウ球菌

エンテロトキシン検出法

試験検査部および古川支所

８名
地域保健関係職員研修

１５．１．２３

～１．２４

微生物部

４日間

食中毒原因菌のＰＦＧＥ技術

研修

試験検査部および古川支所

４名
地域保健関係職員研修

１５．１．２８

～１．３１

微生物部

２５日間

先天性代謝異常検査に関わ

る技術習得
宮城県公衆衛生協会３名

先天性代謝異常検査研修

（３回）

１５．１．２０

～３．２８

微生物部

５日間

食中毒起因菌の検査方法，

菌株管理および保存方法
長崎県衛生研究所１名

食中毒起因菌に対する知

識と検査技術研修

１５．２．３

～２．７

企画情報部

１日間
ＷＩＳＨの利用方法保健所職員１０名情報処理システム研修会１５．２．１３

備　考開 催 場 所主 催 機 関
講 演 会 等 の

名称・参加人数
演　　題　　等年月日

企画情報部

微 生 物 部
県 庁宮 城 県

食品衛生関係業務

担当新任職員研修

会５名

食品衛生関係業務担当新任

職員研修会
１４．５．１０

微 生 物 部大 和 町
大和町在宅看護

支 援 セ ン タ ー

介護事業所等職員

３３名

感染症予防

－ＭＲＳＡ－を考える
１４．５．１０

微 生 物 部県 庁環 境 生 活 部
平成１４年度食品衛

生担当者会議

食中毒発生時の検体採取等

について
１４．５．２４

生活化学部自 治 会 館宮 城 県
平成１４年度食品衛

生担当者会議
理化学検査について１４．５．２４

微 生 物 部塩 竃 市塩釜地区栄養士会栄養士　４０名調理施設における衛生管理１４．５．２８
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備　考開 催 場 所主 催 機 関
講 演 会 等 の

名称・参加人数
演　　題　　等年月日

微 生 物 部富 谷 町
黒川地区公衆衛生

連 合 会

公衆衛生連合会

会員５０名
感染症の話１４．５．２９

微 生 物 部仙 台 市

仙 台 保 健 福 祉

事務所管内介護

保険指定事業所

介護事業所等職員

１７０名
感染症防止対策について１４．７．２３

微 生 物 部松 島 町

宮城県学校給食

共同調理場連絡

協 議 会

学校給食従事職員

８０名
食中毒の原因と対策１４．７．２５

環境化学部郡 山 市

岩沼市外１市３町

水 道 水 質 検 査

協 議 会

水質保全研究会

１５名
化学物質問題の最近の動向

１４．８．２８

　　～２９

微 生 物 部仙 台 市 他 ５ 市 町
保健福祉事務所

環 境 公 害 班

公衆浴場・福祉施

設等職員

（７回延べ３９０名）

レジオネラ症防止対策

１４．１０．１５

～

１５．３．１７

環境化学部丸 森 町丸 森 町
ＭＩＺの会研修会

２０名
水の話１４．１０．１６

環境化学部

大気環境部

水 環 境 部

仙 台 市総 合 衛 生 学 院
公衆衛生学講義

３０名
公害防止，公衆衛生学１４．１１．２５

微 生 物 部仙 台 市消 防 学 校消防学校学生４０名安全管理１４．１１．２６

微 生 物 部仙 台 市
産 業 技 術 総 合

セ ン タ ー

食品衛生実習コー

ス受講者１０名
腸炎ビブリオの測定１４．１１．２９

生活化学部
環境化学部
大気環境部
水 環 境 部

仙 台 市消 防 学 校
予防科危険物課程

３０名
基礎化学１４．１２．５

微 生 物 部仙 台 市総 合 衛 生 学 院
総合衛生学院学生

（８回）
臨床免疫学実習

１４．１２．５

～

１５．３．２７

企画情報部山 口 市山 口 県
山口県食品・乳肉

業務研修会７０名
食中毒の事例解析１５．１．１４

微 生 物 部仙 台 市
宮城県臨床細菌

研 究 会

宮城県臨床細菌研

究会会員

レジオネラ感染症防止への

取り組み
１５．２．８

微 生 物 部岩 沼 市岩沼市介護福祉課
介護事業所等職員

４０名
疥癬への対応１５．２．２１

微 生 物 部仙 台 市
第７回北海道・

東北微生物研究会

臨床検査技師等

１２０名

ツツガムシ病とレプトスピ

ラ症について
１５．３．１
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発　　　行　　　所書　　　　　　　　名
企 画 情 報 部

American Association for The Advancement
of Science
Cambridge University
公害対策技術同友会         
�環境情報科学センター 
公害研究対策センター       
全国公害研会誌事務局       
日本公衆衛生学会
科学技術振興事業団　　     
環境技術研究協会          
�環境調査センター     
科学技術振興事業団
�行政 
日本工業新聞社

Science
　
Epidemilogy and Infection
資源環境対策
環境情報科学
官公庁公害専門資料
全国公害研会誌
日本公衆衛生学会誌
科学技術文献速報（環境公害編）
環境技術
環境研究
環境管理
かんきょう
月刊環境自治体

微 生 物 部

THE UNIVERSITY OF CHICAGO PRESS
近代出版                             
医学書院                             
American Society for Microbiology
診断と治療社

THE LANCET
The Journal of Infectious Diseases
臨床と微生物
臨床検査
JOURNAL Of Clinical Microbiology
小児科診療

生 活 化 学 部

�日本食品衛生協会
�日本食品衛生学会
�食品化学新聞社

Bulletin of Environmental Contamination and Toxicology
Journal of AOAC International
食品衛生研究
食品衛生学雑誌
月刊フードケミカル

環 境 化 学 部

�日本分析化学会
�日本分析化学会
�日本水道協会
�環境産業新聞社
�日本環境衛生センター
�日本薬学会
�日本下水道協会
廃棄物学会
�日本環境測定分析協会
�日本水環境学会

ぶんせき
分析化学
水道協会雑誌
都市と廃棄物
生活と環境
衛生化学
下水道協会誌
廃棄物学会誌
環境と測定技術
水環境学会誌

大 気 環 境 部

日本気象学会      
�大気環境学会
�日本音響学会
�におい・かおり環境協会
�日本音響材料協会
�日本騒音制御工学会

天　気
大気環境学会誌
日本音響学会誌
臭気の研究
音響技術
騒音制御

水 環 境 部

�日本水環境学会
産業用水調査会
�月刊水発行所
�日本学会事務センター
日本水処理技術研究会
日本環境化学会

水環境学会誌
用水と廃水
　　水
陸水学会誌 Limnology
水処理技術
環境化学
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　平成１４年度に実施した主な業務は，保健環境センター

で行う調査研究の総合的な企画及び調整，保健衛生及び

環境保全に関する情報の収集・解析，環境管理・環境影

響評価等に関する業務並びに試験検査業務（GLP）の信

頼性確保部門としての業務であり，その概要は以下のと

おりである。
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　各部が提案する経常研究及びプロジェクト研究に係る

計画を調整し，保健環境センターとしての調査研究計画

書を作成，予算要求した後，予算の確定額を基に平成１４

年度の調査研究実施計画書をとりまとめた。
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　保健環境センター内に研究発表会実行委員会及び年報

編集委員会を組織し，年に１回，研究発表会を開催する

とともに年報を発行した。
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　各部が提出する調査研究結果等の資料を調整の上，県

庁環境生活総務課が主催する調査研究検討会で保健環境

センターの研究成果等を報告した。

����������	
����

　本事業は，国内で発生する各種感染症の常時監視体制

を整備することによって，感染症の流行の実態を早期か

つ適切に把握するとともに，その情報を速やかに地域に

還元して，各種感染症のまん延の未然防止を図ることを

目的とするもので，平成１１年４月１日から施行された

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する

法律」に基づく事業である。
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　昭和５９年度から宮城県独自に，県内の感染症の患者の

発生情報の収集・解析及び還元等に関する事業を開始し

た。その後，昭和６２年１月，「結核・感染症サーベイラ

ンス事業実施要綱」が定められて，全国の保健所，都道

府県・指定都市，厚生省をコンピュータオンラインで結

び，全国規模で結核その他の感染症の患者発生情報等を

収集，解析及び還元する「結核・感染症発生動向調査事

業（旧・サーベイランス事業）」に拡充され，当セン

ターはこのシステムの宮城県の中核となる宮城県結核・

感染症情報センターとしてその事業に当ってきた。本事

業は，平成１１年４月１日施行の「感染症の予防及び感染

症の患者に対する医療に関する法律」に引き継がれ，仙

台市を含む宮城県全域の患者情報の迅速な収集，解析，

還元の中核としての機能を有する基幹感染症情報セン

ターとして事業の拡充を行った。
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　パソコンを用いた情報解析システムによってデータの

集計及び解析（グラフ化）を行い，情報を還元している。
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　全ての医療機関に報告が義務づけられている１類感染

症，２類感染症，３類感染症，全数報告４類感染症，及

び県内医療定点（県６６ヶ所及び仙台市５４ヶ所）から毎週

報告される定点報告４類感染症（２１疾病）の患者発生情

報を県内各保健所を経由して収集して毎週集計の上，中

央感染症情報センター（国立感染症研究所）へオンライ

ンにより報告した。

　また，本所は宮城県感染症発生動向調査情報解析部会

設置要領に基づく解析部会事務局として，集計した情報

をグラフ化して，これらを毎週１回週報として保健所，

市町村，宮城県医師会，宮城県地域医療情報センター，

医療機関，県教育委員会等に還元するとともに，イン

ターネットホームページにさらに詳しい情報をグラフ化

して広く還元した。　

　なお，解析部会事務局として「宮城県感染症発生動向

調査委員会情報解析部会」による解析コメント作成に関

わり，４～５日前の県内の流行状況が迅速で分かりやす

い情報の還元に努めるとともに，県民の感染症の予防と

良質かつ適切な医療の提供に有用な情報となるように努

めた。平成１４年の各疾病別患者数は表１のとおりである。
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患者数疾　　　病　　　名

２８，６８７
１７６
３，０２０
２４，３８９
５，９４６
３，１５７
１，３３１
２，６４３
６
４１

２，４１０
１７６
６，８８６
１８
１７８
０
６
１５
２１６
３４
３

１．インフルエンザ
２．咽頭結膜熱
３．Ａ群溶血性レンサ球菌咽頭炎
４．感染性胃腸炎
５．水　　　痘
６．手 足 口 病
７．伝染性紅斑
８．突発性発疹
９．百　日　咳
１０．風　　　疹
１１．ヘルパンギーナ
１２．麻　　　疹
１３．流行性耳下腺炎
１４．急性出血性結膜炎
１５．流行性角結膜炎
１６．急性脳炎（日本脳炎を除く）
１７．細菌性髄膜炎（真菌性を含む）
１８．無菌性髄膜炎
１９．マイコプラズマ肺炎
２０．クラミジア肺炎（オウム病を除く）
２１．成人麻疹

６９，３３８合　　　　　　　計
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　県内医療定点（県内１８ヶ所及び仙台市内１２ヶ所）から

報告される月報報告感染症（７疾病）の患者発生情報及

びこれらの患者の病原体検出情報を，毎月集計の上，中

央感染症情報センター（国立感染症研究所）へオンライ

ンにより報告した。

　また，これらの情報を週報と同様な方法によりグラフ

化し，解析コメントを作成して，毎月１回月報として保

健所，市町村，宮城県医師会，宮城県地域医療情報セン

ター，医療機関，県教育委員会等に広く還元した。平成

１４年の核疾病別患者数は表２のとおりである。
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　県庁生活衛生課が事業として行っている「食中毒警報

発令」の基準見直しに関する基礎資料を得るため，１９７６

年から２００２年までの各年の７月２０日から８月３０日までの

期間の環境要因（日本周辺の海水温度及び全国の気温）

と腸炎ビブリオ食中毒の発生件数との関係について解析

を行った。
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　環境基本計画の円滑な運用に資するため，環境に関す

るデータの加工，解析を行うとともに，環境情報システ

ムの整備を図る。
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　スプライン法により全県における硫黄酸化物及び窒素

酸化物のメッシュ濃度の推定計算を行った。
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　環境政策課で印刷発行した「宮城県環境白書」の作成

に当たり，大気，水質，騒音に関するデータの作表作図

を行った。
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　平成１２年１１月に再構築した保健所公害関係届出システ

ムについて，保健所職員に対して技術指導を行った。
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　平成１２年度に導入したGIS（地理情報システム）の技

術習得を図るとともに，環境及び関連データのうち１㎞

メッシュデータについて，任意に分級・ランク化し，宮

城県の地図上にメッシュ表示できるようにした。
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　環境政策課が実施する上記業務について，その方法を

検討するとともに技術的支援を行った。
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　県庁環境対策課が事業主体としてNTT東日本に委託，

実施している本事業のうち，当センターから発信される

環境情報を一元的に管理するためのシステム整備につい

て協力を行った。
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　快適で潤いのある生活環境を形成していくため，地域

住民が行う環境保全活動を活性化するための施策を講ず

る。
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　「宮城県環境情報センター」を当センター内に設置し，

地域住民等に対し環境保全に係る情報の提供を行える体

制を整備するとともに，環境に関する資料，書籍等の収

集を行った。収集実績は表３のとおりである。
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　　　　　　　　　　　　平成１５年１月３１日現在

　　��������	
������������

���

　本県では，地域住民の自主的な環境保全活動を支援す

る目的で「環境保全活動アドバイザー」を委嘱している。

当センターでは仙台市域分３名のアドバイザー派遣にか

かわる事務を担当するとともに，県内２７名のアドバイ

ザーの活動を支援するため，環境保全活動アドバイザー

研修会を実施した。

－10－

患者数疾　　　病　　　名

１，０３２
２０７
２１９
５６８
６５０

２３６
３２

１．性器クラミジア感染症
２．性器ヘルペスウイルス感染症
３．尖形コンジローム
４．淋菌感染症
５．メチシリン耐性黄色ブドウ球
菌感染症

６．ペニシリン耐性肺球菌感染症
７．薬剤耐性緑膿菌感染症

２，９４４合　　　　　　　計

部　数内　　　　　　容種　別

９９８気象，水象，地象，動植物，自
然公園等自然環境

２，０２９環境公害白書，公害資料等公　　害

１，５２６県勢・市町村要覧，人口・産業
等各種統計，都市施設，交通等社会経済

３７６国土利用計画，都市計画，県長
期総合計画，公害防止計画等各種計画

５５０都市計画，工場立地計画，植生
図，遺跡地図等地 図 類

１９８都道府県・県内市町村の環境公
害関係条例・規則

条 例 ・
規 則 等

２，３０６地球環境問題，都市・生活型公
害，自然保護

環境関係
書　　籍

３，８０４研究報告，各種パンフレット，
リーフレット等そ の 他

２５４地球環境問題，水質汚濁，大気
汚染，環境美化，ごみ問題等

ビ デ オ
ソフト等

１２，０４１計
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　県内小中学校の総合学習の時間に対応して，当部が環

境学習支援に関する県庁環境行政部門としての窓口とな

り，環境学習の支援を行った。
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　老人病，感染症等の多様な疾病に関する疫学情報や血

清検査情報の収集と解析及び各種検体の採取，保存等を

行い，これら疾病の発生状況を解明することにより，疾

病の発生防止に資する。

①　東北大学加齢医学研究所（旧・抗酸菌研究所）から

寄贈された血清及び関係資料を整理・保管している。

②　これら資料のうち，患者台帳及び集団検診台帳の整

備を実施し，データをコンピュータに入力している。

③　上記の血清を新たなシステムにより管理するための

分注作業を計画どおり行い，分注作業を終了している。

④　血清を管理するためのコンピュータプログラムを開

発し，データベースの構築を行っている。

⑤　血清分注データと患者台帳及び集団検診台帳との照

合を行っている。

⑥　その他，伝染病流行予測事業で収集された血清につ

いても，コンピュータで管理している。
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　平成９年から食品衛生法施行令等の一部改正に基づい

て，保健所及び保健環境センターの食品の試験検査業務

管理（GLP）の信頼性確保部門としての業務を実施して

いる。

①　平成９年度；「宮城県保健環境センターにおける食

品衛生検査等の業務管理要綱」等の整備及び各標準作

業書の作成

②　平成１０年度；食品の検査又は試験に関する事務管理

が適正に行われているか確認するための具体的方法を

検討し，また各保健所の状況に応じて「試験品採取マ

ニュアル」及び「試験検査の業務管理に関する内部点

検記録簿」の原案を作成した｡

③　平成１１年度；「試験検査の業務管理に関する内部点検

記録簿」を作成し，これに基づき仙南，塩釜，大崎，

石巻，気仙沼保健所及び本センター微生物部，理化学

部における試験検査業務管理状況を立入調査した｡

④　平成１２年度；「宮城県保健環境センター内部点検実施

要領」を作成し，本センター及び古川支所の立入検査

を実施した｡

⑤　平成１３年度；昨年度上記要領に基づき実施した内部

点検結果に基づく改善状況の確認等を行い，各検査部

門における試験検査業務の信頼性向上に努めた。

⑥　平成１４年度；平成１３年度と同様，各検査部門におけ

る試験検査業務の信頼性向上に努めるとともに保健環

境センター精度管理実施規程を制定し，内部精度の実

施方法を明確にした。 
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　情報システム研修要領に基づき，保健所職員に対して

WISHシステム関係の情報処理能力の向上に資する研修

を実施した。
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　病原体の種類や年齢と症状の関係を解析し，感染性胃

腸炎の予防に関する基礎資料を得る。
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　GISの環境部門での適用事例を調査し，今後の環境情

報整備のための基礎資料とする。
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　健康危害事例が発生した場合に備え，化学物質及び自

然毒による健康危害事例１７８件の症状及び潜伏時間を

EXCELでデータベース化することにより，優先的に検

査対象とすべき物質を絞り込むための病因物質検索シス

テムを作成した。
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　全国の食中毒事件報告書（詳報）約２６０事例の解析の

結果，サルモネラ食中毒の潜伏時間は患者の摂取菌量に

よって影響を受け，しかも菌量が極めて少ない場合には，

潜伏時間が定説以上に長くなることが分った。
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　バイオアッセイ手法による環境化学物質へのアプロー

チ－環境ホルモンに関する文献調査－（平成１３～１４年

度）

　各種バイオアッセイ手法の応用の可能性や新たな開発

の必要性を検討するため，文献等の情報収集、とりまと

めを行った。
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　微生物部の業務は，ウイルス，リケッチア，血清，細

菌，臨床検査，獣疫，医動物に関する一般依頼検査，行

政検査及び調査研究と実験動物の飼育管理を行っている。

また，試験検査部及び古川支所職員研修，大学又は企業

等からの委託研修，精度管理を実施している。平成１４年

度の業務実績を表１に示した。以下に業務内容の概要に

ついて述べる。

��������

　衛生試験手数料条例に該当する検査について実施する

もので，血液製剤無菌試験は輸血用血液６件，血漿６件，

洗浄赤血球３件の計１５件について，クリプトスポリジウ

ム等の検査は浄水場の原水１５件と浄水１件の計１６件につ

いて行った。
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　健康対策課，生活衛生課，薬務課，子ども家庭課，漁

港漁場整備課及び保健福祉事務所など行政からの要請で

行う検査である。２類，３類感染症検査は，平成１４年度

から県内全域について微生物部で実施している。また，

感染症発生動向調査事業においては，感染症発生状況及

び動向の把握，ならびに病原体の検査を含めた情報の収

集を行っている。患者情報は企画情報部と共同で情報の

解析を行い，解析部会の承認を経て週報，月報として還

元している。また，病原体検査は平成１４年度より開始さ

れ，検体は病原体定点及び患者定点からも採取された。

その他，患者情報や日常実施されている調査等の結果に

基づき，健康対策課と協議の上，積極的疫学調査を実施

している。

　産業経済部を主体とした部横断型事業「食材王国みや

ぎの創造」に関連した養殖貝類生産安全総合対策事業

を実施した。
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データ数調査件数業　　　　務　　　　名分　　　類

３０１５�　血液製剤無菌試験

１　一般依頼検査 ３２１６�　クリプトスポリジウム検査

６２３１小　　　　　　　　計

�　２類，３類感染症検査

２　行 政 検 査

１４１４　イ　２類感染症

５７８５７８　ロ　３類感染症

�　４類及びその他の感染症検査

２２４　イ　リケッチア検査

１０２１８　ロ　レプトスピラ症検査

２，１１５３５３�　感染症発生動向調査事業（病原体検査）

１６５５５�　結核菌検査

�　遺伝子解析検査

７８３３　イ　結核関連解析

１１５１１５　ロ　細菌関連解析（PFGE）

３１５３１５　ハ　ウイルス関連解析

１６６８３�　エイズ抗体調査

７，０１７２，３３９�　Ｂ型肝炎抗原抗体調査

１２６�　バイオテロ関連検査

�　食中毒検査

１７４５８　イ　ウイルス検査（SRSV）

４７３８　ロ　食中毒に関わる特殊検査

７５２５�　食品検査（残留抗菌物質検査）

６２０１２４�　腸炎ビブリオ調査

３０６１０２�　レジオネラ属菌検査

５４３１８１�　海水浴場のＯ１５７検査

４８１２�　SRSV実態調査
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　２類感染症の検査は１４件実施し，赤痢菌２件，コレラ

菌１件を同定した。３類感染症の腸管出血性大腸菌感染

症検査は５７８件実施し，Ｏ１５７：２３件，Ｏ２６：３４件，Ｏ

１３８：５件の計６２株を同定した。（表２）
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　リケッチア検査はＱ熱とツツガムシ病抗原検査依頼が

２件あり，各々 PCR検査を行った。また，県内医療機

関よりダニ刺咬のため，ツツガムシ病とＱ熱の抗体検査

依頼が２件あった。レプトスピラ症検査は，大阪市，山

形県及び県内の医療機関より１８件（７名）のレプトスピ

ラの分離及び血清診断の依頼があった。検査の結果１名

がワイル病であった。
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　病原体検査は１１定点医療機関からインフルエンザ１４３

件，急性咽頭喉炎等の呼吸器疾患１１５件，感染性胃腸炎

等の腸管系疾患７１件，ヘルパンギーナ，手足口病等２４件

の計３５３件が採取され，１９９件（５６．４％）より病原体を分
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データ数調査件数業　　　　務　　　　名分　　　類
�　養殖貝類生産安全総合対策事業

６４０１６０　イ　SRSV実態調査
３００６７　ロ　定量PCR法
６００１２０　ハ　浄化試験関連
４４�　海藻活用水質浄化事業

�　先天性代謝異常症等検査
８８，５３８１１，０３１　イ　外部検査機関へ委託
１１，１６５１１，１６５　ロ　先天性副腎過形成症検査

�　神経芽細胞腫検査
９，７９３９，７９３　イ　６ヶ月児　一次検査
３０２３０２　ロ　６ヶ月児　二次検査
７７３７７３　ハ　１才６ヶ月児　一次検査
７４７４　ニ　１才６ヶ月児　二次検査
４８２７�　衛生害虫及び異物混入等の検査
２１�　医療器具無菌試験

１２４，７５１３７，９７０小　　　　　　　　計
３８６１１２�　県内の牛における腸管出血性大腸菌（EHEC）保有状況

３　調 査 研 究
５４０１１３�　県内におけるレプトスピラ汚染状況
６０３０�　インフルエンザ抗原調査
９８６２５５小　　　　　　　　計

�　感染症流行予測調査

４　厚生労働省

　　委 託 事 業

２４０２４０　イ　日本脳炎感染源調査
１７６４４　ロ　ポリオ感染源調査
４０２４０２　ハ　風疹感受性調査
２１０７０　ニ　インフルエンザ感受性調査（ブタ）

�　新型インフルエンザ系統保存事業
１９２８０　　　　感染源調査（水鳥，ブタ）
３４２５７�　インフルエンザ施設別発生状況調査
１，５６２８９３小　　　　　　　　計
２８８８５�　ビブリオバルニフィカスに関する研究

５　厚生科学研究

２０２０�　パルスネットに関する研究
１１４７２�　ネグレリアに関する研究
３６０１２０�　赤痢検査法の設定に関する研究
４１２１０３�　食品中の微生物のリスク評価に関する研究
１，１９４４００小　　　　　　　　計
５７０１９０細菌の迅速診断装置の開発に関する研究６　その他委託研究
１８２１８２外部精度管理７　精 度 管 理

１２９，３０７３９，９２１合　　　　　　　　計
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離した。検出された病原体の内訳は，インフルエンザウ

イルス１０５件，コクサッキーＡ群ウイルス１３件，ノロウ

イルス，ロタウイルス各１２件，Ａ群溶血性レンサ球菌１０

件等であった。特に，呼吸器疾患患者の咽頭拭い液より，

日本で初めてヒトメタニューモウイルス２件を分離した。

（表３）

　詳細は論文に示した。
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計仙　南塩　釜石　巻大　崎栗　原登　米気仙沼
保健福祉事務所

診断名

１４３（１０８）４８（３４）１１（　８）４８（３６）３６（３０）イ ン フ ル エ ン ザ

５（　５）５（　５）Ａ群溶血性レンサ球菌咽頭炎

５２（　２２）３８（１９）１１（　２）３（　１）感 染 性 胃 腸 炎

１２（　７）７（　６）１（　１）４（　０）感 染 性 腸 炎

４（　４）４（　４）ヘ ル パ ン ギ ー ナ

１１（　１０）１１（１０）手 足 口 病

４（　３）４（　３）無 菌 性 髄 膜 炎

２２（　１０）２２（１０）か ぜ 症 候 群

３０（　１０）１８（　３）１２（　７）急 性 咽 喉 頭 炎

４（　２）３（　１）１（　１）急 性 上 気 道 炎

２６（　４）２６（　４）急 性 気 管 支 炎

４（　２）４（　２）急 性 肺 炎

２４（　８）２２（　７）２（　１）そ の 他 の 呼 吸 器 疾 患

６（　２）５（　２）１（　０）そ の 他 の 腸 管 系 疾 患

６（　２）３（　１）３（　１）そ の 他

３５３（１９９）１７４（７９）２２（１０）４（　３）５（　２）１０８（７１）４０（３４）計

※国立感染症研究所ではＯ１２１：Ｈ１９と判定
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（　　）内は病原体検出数　

ベロ毒素血　清　型性別年齢保健所受付日�ベロ毒素血　清　型性別年齢保健所受付日�

ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１女４仙 南　８．　３３２ＶＴ１，ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７女１０気 仙 沼　４．１５１
ＶＴ２Ｏ１３８：Ｈ１９※女２登 米　８．　７３３ＶＴ１，ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７男４３気 仙 沼　４．１６２
ＶＴ２Ｏ１３８：Ｈ１９※男３５登 米　８．　９３４ＶＴ１Ｏ２６：ＨＮＭ男４大 崎　５．１８３
ＶＴ２Ｏ１３８：Ｈ１９※女３３登 米　８．　９３５ＶＴ１Ｏ２６：ＨＮＭ女不明大 崎　５．１９４
ＶＴ２Ｏ１３８：Ｈ１９※男６７登 米　８．　９３６ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１男０登 米　５．２４５
ＶＴ２Ｏ１３８：Ｈ１９※女５登 米　８．１２３７ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１男４栗 原　６．　８６
ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７男２登 米　８．１０３８ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７女１仙 南　６．２４７

ＶＴ１，ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７男２仙 南　８．１４３９ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７女３６仙 南　６．２５８
ＶＴ１，ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７男３２登 米　８．１６４０ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７男４仙 南　６．２５９
ＶＴ１，ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７女２塩 釜　８．１７４１ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１男４登 米　７．２６１０
ＶＴ１，ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７女２９塩 釜　８．１９４２ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１女不明登 米　７．２９１１
ＶＴ１Ｏ２６：ＨＮＭ女１登 米　９．　４４３ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１女２仙 南　７．２４１２
ＶＴ１Ｏ２６：ＨＮＭ男３４登 米　９．　５４４ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１男２８仙 南　７．２５１３
ＶＴ１Ｏ２６：ＨＮＭ女１１ヶ月登 米　９．　７４５ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１女５仙 南　７．２５１４
ＶＴ１Ｏ２６：ＨＮＭ女５８登 米　９．　９４６ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１男４仙 南　７．２５１５

ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７女６大 崎　９．１１４７ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１女２７仙 南　７．２６１６
ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７女７大 崎　９．１５４８ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１男１仙 南　７．２５１７

ＶＴ１Ｏ２６：ＨＮＭ男１仙 南１０．　１４９ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１男３仙 南　７．２７１８
ＶＴ１Ｏ２６：ＨＮＭ男５仙 南１０．　１５０ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１男不明仙 南　７．３０１９

ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７男８大 崎１０．１０５１ＶＴ１Ｏ２６：ＨＮＭ男２仙 南　７．２５２０
ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７女不明大 崎１０．１２５２ＶＴ１Ｏ２６：ＨＮＭ男３５仙 南　７．３０２１
ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７男７ヶ月登 米１０．１７５３ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１女３５仙 南　７．３０２２
ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７女２登 米１０．１８５４ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１男１１ヶ月仙 南　７．２５２３

ＶＴ１，ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７女６５石 巻１０．２１５５ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１女３２仙 南　７．３０２４
ＶＴ１，ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７男１石 巻１０．２１５６ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１女１仙 南　７．２６２５
ＶＴ１，ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７男４石 巻１０．２１５７ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１女２仙 南　７．２６２６
ＶＴ１Ｏ１５７：Ｈ７女１０ヶ月登 米１０．２３５８ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１男１０仙 南　７．３０２７

ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７女１大 崎１１．　１５９ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１男７仙 南　７．３１２８
ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７女５２大 崎１１．　２６０ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１男３７仙 南　７．３１２９
ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７男３大 崎１１．　２６１ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１女不明仙 南　７．３１３０
ＶＴ２Ｏ１５７：Ｈ７女２大 崎１１．　２６２ＶＴ１Ｏ２６：Ｈ１１女３仙 南　７．３１３１
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　管理検診で採取された喀痰５５件について検査し，結核

菌１件，非結核性抗酸菌２件を検出した。
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　喀痰１３件，菌株１９件，その他１件の計３３件について実

施した。その結果，喀痰１０件が結核菌と同定され，１件

はアビウム，２件は陰性であった。菌株１９件とその他１

件の計２０件は全て結核菌であった。

　結核菌１０件についてRFLP解析を行った。（表４）

　　��������

　２類感染症の赤痢，コレラについて計３株のPCRを実

施した。３類感染症では，分離した腸管出血性大腸菌

（EHEC）６２株について毒素遺伝子を確認した。PFGEに

よる疫学解析はEHEC４４菌株について実施した。（表５）

����������	


　各事業で分離したインフルエンザウイルス４４件，エン

テロウイルス２５件，ヒトメタニューモウイルス２件及び

レプトスピラ３件について遺伝子解析後，データベース

検索を行った。また，かき，河川水から検出された

SRSVについては，クローニング後，２４１件について遺伝

子解析を行いさらにデータベースを用いた系統解析によ

りウイルスの系統的位置を明らかにした。
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　「宮城県エイズ抗体検査実施要領」に従い依頼のあっ

た８３件を，HIV－１とHIV－２についてゼラチン凝集法

（PA法）で実施し，疑陽性検体はウエスタンブロット

法（WB法）で確認試験を実施した。
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　Ｂ型肝炎の院内感染が疑われる事例について，感染源，

感染経路の解明及び感染の拡大を防止する事を目的とし

て，通院者２，３３９名のＢ型肝炎抗原検査，HBs抗体検査

及びHBc抗体検査を実施した。
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　ワールドカップサッカー宮城大会時に県警本部からの

依頼により，炭疽菌およびペスト菌を対象として６件の

検査を実施した。
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　主に冬期，食材からSRSV等のウイルスが疑われた食

中毒及び有症苦情事例，７事例５８件（患者便，吐物，食

材）について検査を行い，５事例からSRSVを検出した。

（表６）

　また，食中毒に関わる特殊検査として，クリプトスポ

リジウムおよびジアルジア検査を１０件，セレウス菌嘔吐
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ＲＦＬＰパターン

解 析 実 施 数
アンプリコアによる検査結果

検査件数検体の種類
陰　　性非定型菌結核菌群

　１３※　２－１０１３喀 痰
１８－－１９１９菌 株
　１－－１　１そ の 他
３２　２　１３０３３合　　計

PFGE解析実施菌株数PCR検査実施菌株数検 査 検 体 数
　　３　１４２　類　感　染　症※１

４４６２５７８３　類　感　染　症※２

４４６５５９２合　　　　計
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※過去の受付分を含む件数　

※１：赤痢，コレラ　※２：腸管出血性大腸菌　
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備　考検出病原体拭き取り食　品健康者便患者便原因食品発生場所受付
月日事例

有症苦情－１（水）５　　　不明大 和 町　６．１４１
関連調査SRSV（GⅡ）４　（４）旅館食事山 形 県１２．１１２
有症苦情－２　　　不明福 岡 県１２．１３３
有症苦情SRSV（GⅡ）３　　３　（３）不明女 川 町１２．２５４

SRSV（GⅡ）７　（５）飲食店食事仙 台 市　１．１７５
SRSV（GⅡ）８　　１７　　１　（１）飲食店食事仙 台 市　１．２７６

有症苦情SRSV（GⅡ）７（２）不明不 明　２．　６７
８（０）２１（０）７（２）２２（１４）
（　　）内はSRSV陽性検体数　



毒検査を１１件，カンピロバクターのPFGE検査を１８件，

計３９件について実施した。
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　食肉１６件，鶏卵６件，銀鮭３件，計２５件について抗菌

性物質の残留検査ならびに特殊細菌（サルモネラ，カン

ピロバクター）検査を実施した。
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　食中毒防止対策を目的として平成１２年度より「腸炎ビ

ブリオ調査事業」を実施している。本年度は，ホタテ７０

件，海水・海泥２４件について調査した。また，定点医療

機関から分与された腸炎ビブリオ３０菌株について血清型

および病原因子を検査した。
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　平成１２年度から「レジオネラ属菌生息実態調査事業」

として，レジオネラ属菌の検査を実施しており，平成１４

年度は県内温泉旅館延べ２２施設の温泉水等検体１０２件に

ついて行った。その結果，３１件からレジオネラ属菌を検

出した。

　詳細は論文に示した。
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　水環境部で実施している「海水浴場のＯ１５７検査」で

疑わしい菌株１８１件について精査を行った。
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　SRSV遺伝子データベース作成のため，過去の実績よ

り検出率の高い２養殖海域のかきを対象に，１０～３月ま

での毎月，１２件について検査を行い２株のSRSVを得た。
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　「食材王国みやぎの創造」の一環としてSRSVのかき汚

染に至るメカニズムを解明し，安全なかきを供給するこ

とを目的として検査を実施した。実態調査は，養殖かき，

養殖海域の海水及び流入する河川水の合計１６０件につい

てSRSV検査を実施した。検査はPCR－サザンハイブリ

ダイゼーション法を用いて通年にわたり行い，かき２件，

河川水１０件よりSRSV遺伝子を検出した。（表７）

　また，SRSVの定量PCR検査法確立のため，かき６７件

を検査した。一方，浄化試験関連ではネコカリシウイル

ス（FCV）を使用した汚染実験を実施し，かき１００個体，

海水２０件について，定量PCR法とプラークアッセイの両

法でFCV量を測定した。詳細は論文に示した。
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　海藻（アカモク）を利用して，多様な生態系の保全と

富栄養化している閉鎖性水域の水質改善を目的として，

水環境部と共同で行っている。平成１４年度はアカモク抽

出液の抗菌作用について検討した。
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　先天性代謝異常検査実施要綱に基づき，宮城県内（仙

台市を除く）の新生児を対象としてマス・スクリーニン

グを実施した。フェニルケトン尿症，ホモシスチン尿症，

メイプルシロップ尿症，ガラクトース血症の一次検査

（ガスリー法，ボイトラー法，ペイゲン法）及び先天性

甲状腺機能低下症検査（酵素免疫抗体法）は外部検査機

関に委託している。当部では，アミノ酸分析計による二

次検査７７件と先天性副腎過形成症検査（酵素免疫抗体

法）１１，１６５件を実施した。発見された患児は，先天性甲

状腺機能低下症５例であった。なお，事業に伴う検体受

付，台帳作成，医療機関への報告等は，全て当部で実施

している。

　詳細は資料に示した。
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　神経芽細胞腫検査実施要綱に基づき，宮城県内（仙台

市を除く）の６ヶ月児を対象にマス・スクリーニングを

実施した。一次検査数は９，７８３件，二次検査数は３０２件，

一次検査受検率は８２．４％で２名の患児を発見した。また，

１才６ケ月児を対象としたマス・スクリーニングは平成

１３年度で終了したが，経過措置として引き続き検査を

行った。詳細は資料に示した。
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　衛生害虫検査は３件（チャタテムシ，シラミ，マダニ），

異物混入検査は３件（かび）の依頼があった。また，環

境衛生技術職員研修会環境衛生部門の業務で，特別養護

老人施設における環境調査として，イエダニと真菌の検

査を各 ２々１件実施した。
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　県内で製造される医療用具の無菌試験を実施した。
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　牛が感染源と考えられるEHEC感染事例が増加してい

ることから，感染防止の１つに家畜のEHEC保有状況の

把握が重要と考え，コロニーハイブリダイゼーション法

等を利用して家畜のEHEC保有調査を実施した。

　詳細は論文に示した。
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　ワイル病に代表されるレプトスピラ症の病原体は主に

－16－

プランクトン海　　水河　川　水か　　き
１０（　０）１０（　０）４０（　３）１０（　１）北部海域
１５（　０）１５（　０）２５（　６）２５（　１）中部海域

１０（　１）南部海域
２５（　０）２５（　０）７５（１０）３５（　２）計

��������	
������������

　（　）内はSRSV陽性検体数



野ネズミが保有しているが，人獣共通感染症であるため，

ペットを介してヒトに感染することもある。そこで，県

内２地域で野ネズミ２５匹を捕獲し，腎臓抽出液等を検体

としてPCRや培養を行った。その結果，腎臓抽出液６件

と培養液９件からレプトスピラ遺伝子が確認された。

　また，８８件のヒト血清について抗体を測定したが，す

べて陰性であった。
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　共同研究医療機関より搬入された検体３０件からインフ

ルエンザウイルスの分離を行い，Ａ香港型１４株，Ｂ型６

株，パラインフルエンザ２株を分離し，流行状況の把握

と波及の様子について情報を得た。
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　平成１４年度は，日本脳炎感染源調査とポリオ感染源調

査，風疹感受性調査及びインフルエンザ感受性調査を実

施した。

����������	
�

　仙台ミートプラントに搬入された仙南地方飼育ブタ

（約６ヶ月令）を対象に，７月第４週目から７週にわた

り，合計２４０頭について採血し，血清中の日本脳炎ウイ

ルスHI抗体を測定した。（表８）
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　気仙沼地区の０～６才，４４名を対象としてウイルス分

離を行った。ポリオウイルスは検出されなかったが，コ

クサッキーウイルス（B２型）３件とエコーウイルス

（１３型）４件を分離した。
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　県内在住の４０２名（男性１８７名，女性２１５名）について

風疹ウイルスHI抗体を測定した。（表９）
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　ブタ７２件について，Ａ型不活化抗原３種に対するイン

フルエンザウイルスHI抗体を調査した。
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　厚生労働省は新型インフルエンザウイルスによる被害

を最小限に押さえるため，ワクチンの製造や検査キット

の作成に必要なウイルス株を全国から収集することとし

た。宮城県でも依頼により伊豆沼に飛来する水鳥の糞便

３２件とブタ鼻腔拭い液４８件についてウイルス分離を実施

した。
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　施設（小学校）の欠席状況より，シーズン初めてのイ

ンフルエンザ集団発生として検査したが，原因はノロウ

イルスであった。詳細は論文に示した。
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　定点における海水・海泥についてビブリオ・バルニ

フィカスと腸炎ビブリオの汚染あるいは生息状況調査を

毎月，実施した。７～９月に定点の海水・海泥からビブ

リオ・バルニフィカスが検出された。
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　PFGEの標準化および画像診断を基盤とした分散型シ

ステム構築のための研究として，春，秋の２回にわたり

精度管理を実施した。
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　アメーバ性髄膜炎の病原体は温水を好んで生息するこ

とから，県内温泉施設の温泉水及び排水１４４件について

アメーバ調査を実施した。９件からアメーバを検出した

が，病原性アメーバは検出されなかった。
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　平成１３年１１～１２月，西日本を中心にShigella　sonnei 赤
痢患者が急増した。自治体における原因食材検査では検

出されなかったが，国立薬品食品衛生研究所において冷

凍生カキからS．sonneiが検出された。この検査法が従来

法（一段階増菌法）ではなく二段階増菌法であったこと

から，従来法と新検査法について検出率を中心に比較検

討した。
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　SRSVのリスク評価の基礎データを得る目的で，５～

１２月の毎月，２養殖海域の養殖かき４７件，海水１５件，流

入河川水１４件について汚染状況を調査し，加えて定量

PCR法の検討を行った。また，２月には水平垂直分布を

調査するため表層，中層，下層のかき２７件についても検

宮城県保健環境センター年報　第２１号　２００３ －17－
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１０　　　月９　　　月８　　　月７　月月

８　日１　日１７　日３　日２７　日２０　日６　日３０　日日

３０３０３０３０３０３０３０３０頭　　　　数

　０　１　１　０　１　０　０　１Ｈ Ｉ 陽 性

３．３　３．３　３．３　３．３　％

　０　０　１　０　０　０　０　０２ME感受性



査を行った。
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　産業技術総合センターで平成１３年度より着手した，食

品中の病原微生物の簡易検出及び定量法の開発を目的と

する細菌の迅速診断装置開発事業について引き続き共同

研究を行った。詳細は論文に示した。
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　データの信頼性を確保する目的で外部精度管理を行い，

細菌検査を対象として２件，先天性代謝異常症等検査

１２０件，及び神経芽細胞腫検査６０件を検査した。

－18－
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抗体保有率
（％）

風 疹 抗 体 価件数＊
性　別年令区分

５１２≦２５６１２８６４３２１６８＜８ワクチン
接種者数

６６．７３２４１５１５
男

０才～４才
１００３２４１１０
４５．５１２１１６１１

女
８３．３１２１１１６
３８．１１１４２１３２１

男
５才～９才

８５．７１３２１７
８０２１０６２５２５

女
１００２１０６２２０
４５．５１４２３１２２２

男
１０才～１４才

７６．９１４２３３１３
７７．８２３７２４１８

女
９２．３２３６１１１３
８８．９３１１１７１１３２７

男
１５才～１９才

１００１１１１４
８４．８１２１２１３８２１７４６

女
８３．３６４４１３１８
９０．９１３７６２１２２２

男
２０才～２４才

１００１２１４
８９．７１８１２１１３４３９

女
１００３３５１１
９３．３１３４５１１１５

男
２５才～２９才

１００１１
９５．５１３９５２１１２２

女
１００２１１４
６５．２２１０３８２３

男
３０才～３４才

１００１１
１００１５５３２１１７

女
１００１２１１１６
８０４３７１１４２０

男
３５才～３９才

１００３１４
９３．３１３７２１１１５

女
７５１１１１４
９５．５２４２５６２１２２

男
４０才以上

０
９０．９２６４３５２２２

女
１００１１２
７３．８０１１２０４５３６１６１０４９１８７

男
合　　計

９０．９０１６１０１２３８４４４
８６１７３５５６４６２７１３３０２１５

女
９２．９０２１２１７２６１５６６８４
８０．３１１８５５１０１８２４３２３７９４０２

総　　計
９２．２０３１８２７３８１８１４１０１２８

＊件数はワクチン接種者を含む総検体数



　平成１４年度に実施した主な業務は，食品，医薬品，家

庭用品に関する行政検査とこれらに関する調査研究，室

内空気汚染に関する調査研究及び厚生科学研究である食

品汚染モニタリング調査研究とダイオキシン類等の食品

汚染実態調査事業である。また，産業経済部の無登録農

薬分析について技術支援を行った。

　また，�食品安全センターによる外部精度管理に参加

し分析精度の確保を図った。
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　食品の安全性を確保するため，残留農薬，残留動物用

医薬品，有害化学物質等による食品汚染状況調査及び食

品中の有害天然物質並びに遺伝子組換え食品等の検査を

実施する。
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　事業計画に基づき，残留農薬，残留動物用医薬品，ポ

リ塩化ビフェニル，総水銀，カドミウム，有機スズ化合

物及びカビ毒の検査並びに遺伝子組換え食品の検査を

行った。その結果，分離調整米のカドミウム検査で８検

体が基準超過であった。また，遺伝子組換え食品の検査

では４検体の豆腐から遺伝子組換え体が微量検出された

が，追跡調査の結果，原料は分別流通管理されており不

適はなかった。また，輸入野菜の残留農薬，国内での無

登録農薬の使用及び健康食品による健康被害が問題とな

り，それぞれ緊急検査を実施した結果，基準超過または

不適なものはなかった。
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　不良医薬品の製造並びに流通を防止するため，市販の

医薬品等について各種規格試験を実施する。
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　県内製造所の医薬品（外用薬，内服薬），医療用具（造

影カテーテル）及び化粧品について検査を実施した結果，

全て規格内であった。
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　家庭用品による健康被害を防止するため，市販家庭用

品を対象に法令に基づく検査を実施する。
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　石巻保健所，塩釜保健所管内において乳児用繊維製品

４１検体を試買し，ホルムアルデヒドの検査を行った結果，

全て基準値を満足していた。
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　食品における各種化学物質や組換え遺伝子の分析法を

迅速かつ正確な方法に改良し，食品の安全性確保を図る

こと及び生活環境中の化学物質の実態把握やその浄化法

を検討し，室内空気汚染防止を図るための調査研究を行

う。
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　平成１４年度事業移管に伴い，遺伝子組換え食品分析の

基礎的検討を行った。その結果，DNAを抽出できた全検

体から内在遺伝子を確認できた。また，加工品の種類に

より様々な抽出パターンを示すことが分かり，PCRには

シリカゲル膜法が抽出法として有効であることがわかっ

た。
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　平成１２年度からカートリッジカラムを使用した抽出法

によるフォトダイオードアレイ検出器での一斉分析法の

検討を行い，平成１３年度までに１６種類の残留動物用医薬

品の一斉分析が可能となった。平成１４年度は低濃度基準

値が設定されている医薬品の分析のためにLC/MSを使用

した一斉分析法の可能性を探った。
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　平成１４年度は，揮発性有機化合物の季節変動の把握を

目的に，新築住宅を対象として夏季・冬季に調査を行っ

た。その結果，入居後の住宅においては建材から放出さ

れる物質の季節変動より，むしろ生活様式に物質濃度が

左右されることが分かった。またこれと並行し，室内空

気の浄化法を検討するため，機能性を有する各種壁紙を

用いて化学物質の除去効果を比較した。その結果，汚染

物質を把握した上で適切な壁紙を選択し，使い捨てで使

用することも簡便かつ効果的な浄化法の一つになること

が分かった。
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　内分泌撹乱化学物質を評価できるバイオアッセイ方法

を導入し，機器分析と比較しつつ，食品および環境中の

内分泌撹乱化学物質の実態を把握し，環境生物およびヒ

トへの影響を評価する。
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　ヒト乳ガン由来細胞（MCF－７）を用いたＥ（エスト

ロジェン）－スクリーンアッセイは培養条件が難しく，
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用量反応曲線は得られなかった。酵母Two－hybrid法によ

る女性ホルモン，β－エストラジオール，エストリオー

ル，エストロン，エチニルエストラジオールの４種類に

ついて用量反応曲線を求めたところ，良好な曲線が得ら

れた。さらに，有機スズ化合物についてはエストラジオー

ルに対するアンタゴニスト作用があることが示唆された。

また，上記４種類の女性ホルモンについて，HPLC/電気

化学検出器による一斉分析法の開発を行った。
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　平成１４年度当初，輸入野菜，特にほうれん草に残留す

る農薬が基準値を超過して検出される違反が検疫所の検

査で続出したことから，県内に流通する輸入野菜中の残

留農薬濃度の実態を把握する。

－20－
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備　考検体数件　数事　　　　業　　　　名分　　　類

資料編参照

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

３，３２７

８６

２３２

４

４

３０

２０

２０

５２

２

３８

８６

２２

４

４

９

５

２０

２４

１

�　食 品 検 査

　イ　残 留 農 薬

　ロ　カドミウム

　ハ　残留動物用医薬品

　ニ　Ｐ　Ｃ　Ｂ

　ホ　総　水　銀

　ヘ　トリブチル錫・トリフェニル錫化合物

　ト　アフラトキシン

　チ　遺伝子組換え食品

　リ　無登録農薬

　ヌ　ダイエット健康茶

１　行 政 検 査 ３，７７７２１３小　　　　　　　計

資料編参照
２

６

１８

２

１

３

�　医薬品等検査

　イ　医　薬　品

　ロ　医 療 用 具

　ハ　化　粧　品

２６６小　　　　　　　計

資料編参照
４１４１

�　家庭用品検査

　イ　ホルムアルデヒド

４１４１小　　　　　　　計

３，８４４２６０合　　　　　　　計

�　経常研究

　イ　遺伝子組換え食品の探知法の検討

　ロ　食品残留動物用医薬品の分析法の検討

　ハ　生活環境中における揮発性有機化合物の挙動に関する調査
２　調 査 研 究

�　プロジェクト研究

　イ　バイオアッセイを用いた食品中化学物質の調査

�　その他の調査

　イ　輸入野菜中残留農薬濃度実態調査

１４群に調整
１８０種類の食品を購

入

�　食品汚染実態調査

　イ　ダイオキシン類等３　厚生科学研究

�　食品汚染物モニタリング調査

７２

２６

２４

２６

�　自主排水検査

�　技 術 支 援
４　そ　　の　　他
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　行政検査に追加して試買による検査を行った。その結

果，しょうがに基準値設定のないBHCが０．２４ppm検出さ

れたほか，１８種の農薬が検出された。そのうち約２/３が

殺虫剤であった。

��������

����������	
���������

���������

　ダイオキシン等，食品を介した暴露量を把握するため，

マーケットバスケット方式により食品を購入し，試料を

調整して国の委託機関に送付する。

���������

　平成１２年度国民栄養調査の食品摂取量に基づき，マー

ケットバスケット方式により食品を購入し，食品の分別，

調理，混合を行い，１４群の試料とし�食品安全センター

に送付した。
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　「食品中の有害物質等の評価に関する研究」に係る食

品汚染物モニタリング計画に基づき，国立医薬品食品衛

生研究所に測定データを整理送付した。
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　平成１４年度に全国的に問題となった無登録農薬につい

て，県内産りんご，日本なし中の１－ナフチル酢酸，シ

ヘキサチン残留濃度を検査するため，産業経済部に対し

て技術支援を行った。１－ナフチル酢酸はりんご１７検体，

日本なし３検体，シヘキサチンはりんご５検体，日本な

し１検体について検査を行ったところ，全ての検体で検

出されなかった。
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　外部精度管理に参加することにより，分析技術の向上

と分析精度の確保を図る。
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　鶏卵中の動物用医薬品（フルベンダゾール）及びコー

ン油中の残留農薬（クロルピリホス，マラチオン）につ

いて分析し�食品薬品安全センターに報告した。良好と

の評価を得たことにより分析精度，信頼性は確保されて

いることが確認された。
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　平成1４年度に環境化学部が実施した主な業務は，①飲

料水及び各種用水検査，②一般廃棄物，産業廃棄物処理

施設の機能検査，③水道水質管理計画に基づく地下水監

視事業，④水道水質管理計画に基づく水道水質精度管理，

⑤クリーニング所ドライ溶剤廃液の検査，⑥ゴルフ場排

水実態調査、⑦化学物質環境汚染実態調査、⑧調査研究

の８事業及びダイオキシン類対策事業を行った。

　また，各種の研修，技術指導を実施した。
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　県工業用水道事務所の依頼で，宮城県衛生試験手数料

条例の定めるところにより，工業用水及び排水の検査を

実施した。
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　「廃棄物の処理および清掃に関する法律第８条の３，

第９条の３第５項」の規定に基き，一般廃棄物最終処分

場の維持管理状況を把握するために，放流水の検査を実

施した。

　平成１４年７月９日から８月６日までの期間に１４施設に

ついて維持管理状況を調査し，１４施設から放流水を採取

し，排水基準等の検査を実施した。また，その結果，排

水基準を超えたものはなかった。

－22－
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検査項目数検　体　数事　 業　 名分　　　類

６２４８４工業用水検査１　一般依頼検査

�　一般廃棄物、産業廃棄物処理施設の機能検査

２　行 政 検 査

５８８１４　イ　一般廃棄物処理施設の維持管理状況の調査

２７３９　ロ　産業廃棄物処理施設の維持管理状況の調査

１,９４２１１５　ハ　臨時に実施した廃棄物最終処分場等調査

２,８０３小 計

５４４３３�　地下水監視事事業

５５�　クリーニング所ドライ溶剤廃液の検査

１,３３０３８�　ゴルフ場排水実態調査

�　化学物質環境汚染実態調査

２７９　イ　暴露量調査

３２９１１　ロ　モニタリング調査

３５６２０小 計

�　ダイオキシン類検査

４０　イ　環 境 大 気

２　ロ　地　下　水

１７　ハ　環 境 底 質

６　ニ　環 境 水 質

１２　ホ　煙道排ガス

２　へ　排　　　水

３　ト　廃　棄　物

２　チ　精度管理調査

８４小 計

５,６３２４０２合 計

１８イ　環 境 一 般
３　ダイオキシン

　の開発
１２ロ　煙道排ガス

３０合 計

１１２�　水中における低濃度レベルの環境ホルモンの分析法の検討
４　調 査 研 究 １６０

　
�　バイオアッセイ手法による環境化学物質へのアプローチ
　－ELISA法による検討－

１２５８水道水質精度管理５　そ　　の　　他
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　「廃棄物の処理および清掃に関する法律第１５条の２の

２」の規定に基づき，産業廃棄物最終処分場の維持管理

状況を把握するために，放流水及び浸透水の検査を実施

した。

　平成1４年７月１７日から８月６日までの期間に，産業廃

棄物最終処分場９施設について維持管理状況を調査し，

そのうち２施設から放流水を採取し，排水基準等の検査

を実施した。また，７施設から浸透水を採取し地下水基

準等の検査を実施した。その結果，２施設が地下水基準

を超過していた。
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　廃棄物最終処分場等調査

　産業廃棄物の最終処分場不適正管理，不法投棄等によ

る周辺環境に対する影響を把握するため，本年度は最終

処分場不適正管理施設１ヶ所（調査回数１３回）及び不法

投棄場所１ヶ所（調査回数１回）について，廃棄物，浸

出水あるいは周辺の沢水等を採取し分析を行った。
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　本事業は平成５年度から始まり，本年度は１７施設につ

いて調査を実施した。浄水については消毒副生成物を，

原水は消毒副生成物を除いた監視項目について測定を

行った，いずれも指針値以下であった。
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　テトラクロロエチレン，１，１，１ートリクロロエタン等に

よる地下水汚染が全国的に見られている。本県において

も，クリーニング所が溶剤として使用しているこれらの

化学物質について，自主管理状況把握のため，県内４保

健所管内のクリーニング所廃液５検体についてテトラク

ロロエチレンの検査を実施したが管理基準を超過したも

のはなかった。
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　暫定指導指針に基づいてゴルフ場の排水中に含まれる

農薬量を把握するため，県内ゴルフ場３８ヶ所について調

査を実施したが指針値を超過した検体はなかった。
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　化学物質の環境中における残留性及びその経年的な汚

染実態を把握するため松島湾の定点において水質，底質，

生物試料を採取し，前処理した後検体を指定分析機関に

送付した。

　暴露量調査では，１，２-ジクロロベンゼン等３項目，モ

ニタリング調査ではPCB等３１項目（水質２７項目）を対象

として調査を行った。
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　廃棄物の処理および清掃に関する法律並びにダイオキ

シン類対策特別措置法に基き，ダイオキシン類の検査を

実施し，ダイオキシン類対策の促進に資することを目的

とした。

　本年度は，環境大気，地下水，環境底質，環境水質，

煙道排ガス，排水及び廃棄物の検査を実施した。また，

環境省主催の環境測定分析統一精度管理調査に参加し，

ばいじん試料について分析した。
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　従来法では煩雑かつ長時間にわたる分析手法を簡便化

することにより，ダイオキシン類測定の簡易化及び迅速

化を図ることを目的とした。

　本年度は，一般環境試料（底質及び土壌），煙道排ガ

ス及び環境標準試料（底質及び土壌）を用いて分析手法

の検討を行った。
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　内分泌攪乱化学物質は環境中において低濃度で生態系

に影響を与えることが報告されている。そこで，内分泌

攪乱作用が確認された化学物質について，水試料中の低

レベル領域の各分析法を確立するためフタル酸エステル

類（８種）のGC/MS分析方法，クロロフェノール類及び

アルキルフェノール類（１０種）のLC/MS分析方法等につ

いて検討を行った。
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　本県内では現在まで河川水において３例の環境基準超

過が認められ、大気では環境基準値に近い値が検出され

た。本研究では県内の汚染データを蓄積し、その異性体

パターンを解析することにより、県内の汚染実態を把握

することを目的とする。

　本年度は平成１２，１３年度の環境大気、排ガス、水質、

底質のデータに検討を加えその特徴を調べた。
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　ビデロジェニンELISA法を用い，内分泌撹乱作用の疑

いのある化学物質の女性ホルモン作用を確認するため，

県内の公共用水域で検出されているビスフェノールAの

エストロジェン作用の有無を検討した。オスのヒメダカ

を標準物質に８日間暴露したところ、メダカビデロジェ

ニンELIS法において若干のビデロジェニン生成が認め

られたので，追試験を行っている。
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　本事業は，水道水の分析業務に従事している機関が共

通の試料を分析し，正確で信頼性の高いデータが得られ

るよう精度管理を行うことにより水質検査の向上を図る

ことを目的としている。

　本年度は１３機関の参加のもとにナトリウムイオン，亜

硝酸性窒素，硝酸性窒素の３項目について実施し，分析

精度の向上を図った。
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　大気環境部の業務は，大気関係部門と特殊公害関係部

門に分けられる。大気関係部門は大気汚染に係わる常時

監視，工場事業場規制，各種実態調査及び調査研究を

行っており，特殊公害部門は，騒音，振動及び悪臭に係

わる監視測定及び調査研究を行っている。

　平成１４年度の業務内容をそれぞれ表１，２に示し，次

にその内容を述べる。

��������	
�

��������	
�

��������

��� � � �

����������	


　大気汚染防止法並びに宮城県大規模発生源常時監視要

綱に基づき，大気環境の汚染状況及び大規模発生源施設

からの大気汚染物質の発生量を常時監視するため，大気

汚染測定局（２７局）及び発生源監視局（１２局）の適切な

管理のもと大気汚染物質の測定を行うとともに，仙台市

とオンラインによるデータ交換及び実態把握のため測定

データの集計，解析処理を行った。また，業務委託によ

り実施している各測定局の保守管理の状況把握のため定

期的に測定局の調査を行ったほか，測定記録紙等の確認

により測定機器の適正な保守管理を行った。なお，大気

汚染常時監視データのオンライン表示システムを開発し，

平成１２年１月からインターネットによるデータの公開と

提供を開始している。

　本県の大気汚染の状況は表３に示すとおりであり，オ

キシダント（Ox）については全局で，浮遊粒子状物質

（SPM）については環境局，自排局合わせて２５局中１８局で

環境基準が達成されなかった。
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　光化学オキシダントによる健康被害を防止するため，

オキシダント濃度の常時監視を行うとともに，高濃度が

－24－
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業 務 名分　　類

�大気汚染の常時監視
�光化学オキシダント対策
�工場・事業場規制
�環境大気測定調査
�地球環境保全対策
�自動車交通影響調査
�有害大気汚染物質モニタリング調査

一 般 業 務

�CMB法による大気汚染発生源推定
と係わるデータベース化
�大気汚染物質の走行測定システム試作
�道路沿道におけるベンゼン等VOCs
の影響評価

調 査 研 究

�酸性雨調査
�化学物質環境汚染実態調査

環境省委託事業

北海道・東北支部合同調査
全国公害研協議
会 合 同 調 査

業 務 名分　　類

�航空機騒音調査
�自動車交通騒音調査
�東北新幹線鉄道騒音調査
�環境騒音調査
�東北新幹線鉄道振動調査
�騒音・振動苦情対応調査
�工場・事業場悪臭立入検査
�畜舎等悪臭実態調査

一 般 業 務

交通騒音評価管理システムの実証的検討調 査 研 究

新幹線鉄道騒音対策推進に関する調査環境省委託事業

【一般環境大気測定局】

測　　定　　項　　目
測定局名

NO２OxSPMCOSO２
○国 設 仙 台

○××○石 巻
○×石 巻 ２
○×○石 巻 市
○××塩 釜
○××○古 川 ２
○××○気 仙 沼
○×○白 石
○××名 取
○××○多 賀 城 ２
○××○岩 沼
○××○柴 田
○××○丸 森
○××松 島
○×七 ヶ 浜
○××利 府
○×○大 和
○×○○○国 設 箟 岳
○×○築 館

○○鴬 沢
○××迫
○×○矢 本 ２
２０１７２２１１０測 定 局 数
２０１７２２１１０有効測定局数
２００７１１０達成測定局数
１０００.０３１.８１００１００達 成 率（％）

【自動車排出ガス測定局】

測　　定　　項　　目
測定局名

NO２OxSPMCOSO２
○×○塩 釜 自 排
○×古 川 自 排
○×名 取 自 排
３３１測 定 局 数
３３１有効測定局数
３０１達成測定局数
１０００.００.０１００達 成 率（％）
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出現しやすい春期から秋期（４月１５日から９月３０日）ま

での期間，仙台管区気象台予報課と気象に関する情報交

換を行い，光化学オキシダントの発生予測を行った。ま

た，予報課との定時の情報交換において，正確化・迅速

化を図るため，平成１２年度から独自に開発したＰＣ通信

システムに変更している。

　平成１４年度に光化学オキシダント濃度が０．１００ppm以

上の高濃度が観測された日数は６日間で，過去５年間で

は最も多かった。０．１００ppmを超える高濃度が観測された

日はその都度仙台管区気象台，保健所及び緊急時協力工

場等の関係機関に対して一斉通報（F- ネット）により高

濃度情報を提供している。
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　平成１４年度は、大気汚染防止法で定められたばい煙発

生施設のばい煙等の濃度及び使用燃料の硫黄含有量を測

定した。ばい煙の濃度については，９施設測定し、すべ

て基準内であった。また燃料中の硫黄分の分析結果では、

９１施設測定し９施設について届け出値を超過していた。
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　特定粉じんに指定されているアスベスト（石綿）の環

境大気中における濃度を把握するため，県内７地点を３

カ年サイクルで実施する。平成１４年度は，バックグラン

ド�（離島地域）として牡鹿町網地島，バックグランド

�（商工業地域）として塩釜保健所岩沼支所の２地点で

実施した。
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　県内における酸性雨の地域特性と湖沼等への影響につ

いて調査を実施した。
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　県内の酸性雨の状況及び地域特性を明らかにするため，

年２回（６月，９月頃）について県内７０市町村，７２地点

で同時に降水を採取して分析を行った。調査項目はpH，

EC，貯水量およびイオン成分８項目である。

�������������	

　世界谷地（栗駒町）田谷地（小野田町）で流入河川や

湖沼表層水を年２回，周辺土壌を１回採取して，pH，EC，

イオン成分濃度，COD，アルカリ度を測定する。

　平成１４年度からは水質部に移管した。　　
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　丸森町及び大河原町において２週間ごとの降水を採取

し，pH，EC及びイオン成分の分析を行った。件数は表７

のとおりで，pHの年平均値は丸森町が４．８０，大河原町が

４．７８であった。また，丸森町においては自動測定装置に

よりpH，ECの常時測定を行った。

　また，生態系影響調査を行うためパッシブサンプラー

を用い県内５カ所（保健環境センタ－、国設箟岳局，原

子力センター寄磯局，内水面水産試験場，丸森局）にお

いて１ヶ月ごとにガス状物質を採取し分析を行なった。

項目は二酸化窒素，一酸化窒素,窒素酸化物，二酸化硫

黄，オゾン，アンモニアである。
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　道路粉じんの発生状況及び，成分について古川市，塩

竃市及び名取市に設置されている自動車排ガス測定局に

おいて毎月１回の降下ばいじん量の測定を行った。
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　自動車交通量が多く，かつ人口密集地域の幹線道路周

辺において，自動車から排出される窒素酸化物及びベン

ゼン等有害大気汚染物質濃度の分布調査を行い実態を把

握するため，県道塩釜亘理線（名取市下増田）で，平成

１４年５月から平成１５年１月にかけて大気観測車を設置し，

ベンゼン等有害大気汚染物質，窒素酸化物及び気象項目

の調査を実施した。また，塩釜，古川自動車排ガス測定

検査施設数測定件数項　　　目
９８窒 素 酸 化 物
９８塩 化 水 素
９９ば い じ ん
９１９１硫 黄 分
１１８１１６合　　　計

測定件数地域区分地域地区名
２離 島 地 域バックグランド�
２商工業地域バックグラウンド�
４合　　計

計田谷地沼世界谷地項　目
２０８１２pH
８４４EC
２４１２１２陰イオン
４０２０２０陽イオン
８６３８４８透視度等
１７８８２９６合　計

計大河原町丸森町項　目
７１３７３４pH
７１３７３４EC
２１３１１１１０２陰 イ オ ン
３５５１８５１７０陽 イ オ ン
２４１３１１降下物重量
７３４３８３３５１合　計



局においても月１回ベンゼン等VOCsの測定を実施した。
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　平成１４年度は，大気汚染防止法第２２条の規定に基づく

大気汚染状況の常時監視に関する事務処理基準（環境省

環境管理局長通知）の優先取り組み物質２２物質のうち１２

物質について，県内４地点で毎月１回実施した。さらに

優先取り組み物質のうち金属類５物質については同地点

で隔月実施，酸化エチレンについては同地点で平成１５年

１月～３月に３回実施した。またダイオキシン類対策特

別措置法第２６条の規定に基づく大気ダイオキシン類汚染

状況の常時監視に関する事務処理基準（環境省環境管理

局長通知）により，ダイオキシン類を県内８地点で年４

回実施した。

測定項目；アクリロニトリル，塩化ビニルモノマー，ク

ロロホルム，１，２-ジクロロメタン，ジクロロメタン，テ

トラクロロエチレン，トリクロロエチレン，１，３-ブタジ

エン，ベンゼン，ホルムアルデヒド，アセトアルデヒド，

ベンゾ�ピレン，ニッケル化合物，ヒ素及びその化合物，

マンガン及びその化合物，六価クロム，ベリリウム及び

その化合物，酸化エチレン，ダイオキシン類
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　平成１４年度は、岩沼地区の浮遊粉じんに対する発生源

寄与率をCMB法により推定するため，同地区に立地する

４社９施設からばいじん等を採取し，また、道路粉じん

等自然発生源５検体についても採取し蛍光Ｘ線分析法に

よりその成分分析を実施した。蛍光Ｘ線分析については、

検討の結果、１３成分それぞれの測定項目ごとに最適な分

析条件を見い出すことができ精度、感度ともに満足でき

るものとなった。
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　財団法人宮城県公衆衛生協会による宮城県公衆衛生研

究振興基金研究助成を受け、バッテリー電源を利用した

窒素酸化物測定システムにGPSを加えた走行測定システ

ムを試作した。また、普通ライトバンに車載し、９ルー

ト延べ約３００�に亘る路上の大気汚染状況を調査した。
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　県内の主要幹線道路周辺におけるベンゼン等VOCsの

面的な汚染の実態を明らとし、自動車交通公害対策の基

礎資料とするため、平成１４年度は県道塩釜亘理線（名取

市下増田）で調査を実施し、ベンゼンの排出係数の算出

を統計的手法により試みた。
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　国内における降水の実態把握，長距離輸送の機構解明，

生態系影響の監視等の目的に応じて設置した国設酸性雨

測定所（仙台局及び箟岳局）において，酸性雨自動採取

分析装置や降水試料自動捕集装置を用いて酸性雨の採取

を行い，表１０に示す項目について分析を行った。その結

果，降水のpHの年平均値は仙台局で５．４４，又箟岳局では

４．８８で前年度に比べ低い値であった。

��������	
��

����������	
��

　平成１４年度は，暴露量調査（環境リスク評価に必要な

ヒト及び生物の化学物質の暴露量を把握）及びモニタリ

ング調査（POPs条約及び化学物質審査規制法第１，２種特

定化学物質に指定されている物質を対象としてモニタリ

ング）を実施した。具体的には，各調査とも宮城県警察

－26－

測　定　項　目測定件数項　目

ベンゼン等４０項目　　　５２VOCs

SOx，SPM，O３，NOx，CO，HC
風向・風速，温度，湿度

４９，０８０移動測定車

測定件数測 定 物 質
４８ア ク リ ロ ニ ト リ ル
４８ア セ ト ア ル デ ヒ ド
４８塩 化 ビ ニ ル モ ノ マ ー
４８ク ロ ロ ホ ル ム
４８１，２- ジ ク ロ ロ エ タ ン
４８ジ ク ロ ロ メ タ ン
３２ダ イ オ キ シ ン 類
４８テ ト ラ ク ロ ロ エ チ レ ン
４８ト リ ク ロ ロ エ チ レ ン
４８１，３- ブ　 タ　 ジ　 エ　 ン
４８ベ ン ゼ ン
４８ベ ン ゾ � ピ レ ン
４８ホ ル ム ア ル デ ヒ ド
６酸 化 エ チ レ ン
２４ニ ッ ケ ル 化 合 物
２４ヒ 素 及 び そ の 化 合 物
２４ベリリウム及びその化合物
２４マンガン及びその化合物
２４六 価 ク ロ ム 化 合 物
７３４合 計

計箟岳局仙台局項　目

１３７１２６１１pH

１３７１２６１１EC

４７４４３２４２陰イオン

７８５７１５７０陽イオン

１,５３３１,３９９１３４合　計
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本部庁舎屋上にある国設仙台局において，環境大気中の

試料を２４時間連続で３日間採取し，試料を民間の分析機

関へ送付した。

測定項目；１，２-ジクロロベンゼン，ポリ塩化ナフタレン

（暴露量調査），PCB，DDT類，クロルデン類，ディルド

リン，アルドリン，エンドリン，ヘプタクロル，ヘキサ

クロロベンゼン（モニタリング調査）
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　「北海道・東北におけるガス状酸性化成分等の濃度分布

調査」を平成１４年１０月から平成１７年３月まで実施。パッ

シブサンプラーを用い県内５地点で１ヶ月ごとのガス状

物質６項目の濃度を測定する。
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　航空機騒音に係る環境基準の達成状況等を把握するた

め，仙台空港及び航空自衛隊松島飛行場の周辺地域にお

いて表１２のとおり測定調査を実施した。環境基準の類型

指定地域内の自動測定局については，石巻局及び鳴瀬局

において環境基準をそれぞれ５４．８％，５６．６％超過してお

り，短期測定地点である定点については，仙台空港周辺

の６地点及び松島基地周辺の１０地点の計１６地点のうち松

島飛行場周辺の１定点が環境基準を超過していた。
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　自動車交通騒音の実態を把握するため，高速自動車道

（東北自動車道，山形自動車道、三陸自動車道）の沿道

等において表１３のとおり測定調査を実施した。高速自動

車道で等価騒音レベル（LAeq）の高い地点は，昼間は東

北自動車の金成町及び山形自動車道沿道の川崎町で６６�

�，又，夜間は東北自動車道沿道の金成町及び三本木町

で６５��であり，反対に最も低い地点は三陸自動車道沿

道の利府町で昼間５８��，夜間５３��であった。
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　新幹線鉄道騒音に係る環境基準の達成状況等を把握す

るため，東北新幹線鉄道沿線において表１４のとおり測定

調査を実施した結果，環境基準の達成率は２５．０％であっ

た。
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　新幹線鉄道に係る環境保全対策指針値の達成状況を把

握するため，東北新幹線鉄道沿線で表１５のとおり測定調

査を実施した結果，全測定地点で指針値（７０�）を達成

していた。
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　騒音・振動に伴う苦情処理を行うため，表１６のとおり

苦情発生現場等において目的に応じた測定を実施した。

その結果，女川町の低周波音は、４００�で苦情申立の対

象であることが判明した。高速道路の騒音については利

府町と蔵王町は都市計画法に基づく用途地域が無指定の

ため、環境基準及び要請限度は適用されない。参考まで

に環境基準と比較すると利府町では基準超過がみられな

かった。また、蔵王町は環境基準を超過していたが、要

請限度は超過していなかった。河南町は用途地域が無指

定のため環境基準は適用されない。しかし、苦情申立者

宅では発生源からの騒音レベルが５１�以下６個及び６６�

１個が観測されたが振動は観測されなかった。

測　定　項　目件数調査名

１，２-ジクロロベンゼン３
暴露量調査

ポリ塩化ナフタレン３

PCB，DDT類，クロルデン類，ディ

ルドリン，アルドリン，エンドリ

ン，ヘプタクロル，ヘキサクロロ

ベンゼン

３
モニタリング

調 査

９合　　計

備　　考測定件数測定地点項　　目
通年測定２,１３２６長期測定地点
１週間１２地点

２２２２２短期測定地点
２週間１０地点

２,３５４２８合　　計

備　　考測定件数測定地点項　目

１０分間隔７日間連続６,０４８６高速道路

備　　考測定件数測定地点項　目

４４地点各２０本８８０４４騒 音

備　　考測定件数測定地点項　目

２２地点各２０本４４０２２振　 動
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　公害防止条例に基づく悪臭に係る規制基準の適合状況

を把握するため，飼料・肥料製造工場を対象に表１７のと

おり立入検査を実施した。その結果，魚腸骨処理場では

２０％，鳥ガラ・フェザー処理場では１００％，強制発酵施

設では３１％規制基準を超過していた。
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　オゾンを用いて脱臭を行っている養豚施設（３施設）

と無処理養豚施設（３施設）から発生する臭気の実態を

調査することによって，オゾンによる脱臭効果を検証し

た。その結果，オゾン脱臭施設においてはオゾン濃度が

低く，また，オゾンと養豚施設内の臭気ガスとの接触時

間が短いことから，オゾンによる脱臭効果は確認できな

かった。
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　測定調査を行った区間のうち４車線における排水性舗

装と一般舗装の時間区分毎のLAeqを比較したところ

LAeq平均値で約１．５�の騒音低減効果が見られたが，詳

細に検討するためには今後データの蓄積が必要と思われ

る。

　対象区間における，時間区分毎のLAeqの予測値と実測

値の関係については，昼間，夜間とも相関係数R＝０．７以

上であり良い相関があるといえるが，LAeqが低いほど

両者のレベル差が大きくなり，予測値が高くなる傾向が

あった。これは交通センサスと環境基準で対象とする時

間区分が異なっており，特に夜間における時間区分が大

きく異なるためと思われる。

　最後に，当該システムの類型化の妥当性については４

つの類型の道路端におけるLAeqの予測値と実測値の標

準偏差を比較したところ，１．３�～５．１�であった。ただ

し，交通センサスにより交通量を観測していない地点を

除外して検討した結果では，標準偏差が３�程度である

ことから，評価区間内の予測値は実測値を反映している

ものと思われる。ここで，交通量を観測していない区間

について，実態を反映した交通量の推定を行うことによ

り類型化の妥当性が確認された。

－28－

備　　　　考測定件数測定地点実施地域

低周波音（冷凍機）１１女 川 町

１０分間隔で７日間連続測定
（三陸自動車道）

１，００８１利 府 町

室内，屋外の騒音･振動
（切断機）

５３河 南 町

１０分間隔で７日間連続測定
（東北自動車道）

１,００８１蔵 王 町

２,０２２６計

検査件数工場等数業　　　　種
１０５魚 腸 骨 処 理 場
３１鳥ガラ・フェザー処理場
１３８強 制 発 酵 施 設
２６１４合　　　　　計
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　水環境部の業務は，公共用水域の監視測定，工場・事

業場の排水測定，水質汚濁の調査及び研究を実施する他，

環境省委託事業を行っている。平成１４年度の業務概要を

表１に示し，次にその内容を述べる。
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　環境基本法に基づき，公共用水域の水質汚濁状況を把

握し，生活環境の保全向上を図る。
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　海域の健康項目に関し表２のとおり分析した。これ以

外は民間に委託している。水質汚濁にかかる環境基準を

超えるものはなかった。
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　水質汚濁防止法に基づき，県民の健康と生活環境を目

的として，水質自動測定局により１海域における水質の

常時監視を行う。
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　測定実績は表３のとおりである。なお，テレビモニタ
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業　　　　　　　　　務　　　　　　　　　名分　　　　類

�　公共用水域監視測定

１　一　般　業　務

�　水質自動測定局管理

�　工場・事業場規制

�　環境基準類型指定関連調査

�　釜房ダム水質保全対策事業

�　地下水水質監視測定

　イ　概 況 調 査

　ロ　定期モニタリング調査

　ハ　汚染井戸周辺調査　

�　松島湾リフレッシュ事業環境改善効果評価調査　

�　海藻活用水質浄化事業調査

�　環境ホルモン実態調査　

�　鉛川水質監視調査

�　特別調査及び緊急時等環境調査　

�　伊豆沼・内沼の水質浄化に関する研究

２　調　査　研　究
�　環境共生を目指した健全な水環境に向けて－鳴瀬川の水循環特性－

�　水中の溶存有機物の動態調査

�　プロジェクト研究（バイオアッセイ法による環境化学物質へのアプローチ）

�　酸性雨モニタリング（陸水）調査

３　環境庁委託事業 �　要監視項目水質調査

�　水生生物生息状況等調査

�　火山対策定点観測調査

４　そ　　の　　他 �　魚取沼のテツギョ保全対策事業モニタリング調査

�　環境分析統一精度管理調査　

���������	
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計海水浴場海　域河　川水 域 種 別
１７５８４８６５分析検体数
１,９２４１３２１,７８７５延分析項目数

��������	
�	�����������
（　）内の数値は稼働率％　

COD濁　　度CLDOpH水　　温測定局測定水域

２７８
（７６．２％）

３４１
（９３．４％）

３４２
（９３．７％）

３３９
（９２．９％）

３４６
（９４．８％）

３４７
（９５．１％）七 ヶ 浜松 島 湾



で透視度を監視できる測定局を，伊豆沼に開設した。
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　保健所等が，水質汚濁防止法及び公害防止条例に基づ

き立入検査し，採取した工場・事業場排出水を分析する。
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　排水分析件数は表４のとおりである。排水基準が適用

される特定事業場の排水では延べ１７事業場，延べ６項目

で基準超過が認められた。
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　８水域について，環境基準点に対する流入支川等の影

響を把握し，環境基準類型あてはめ見直しのための基礎

資料とする。
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　関連調査結果，公共用水域監視結果，人口など社会経

済活動のフレーム統計の収集解析を行い，類型見直しに

必要な基礎資料を作成中である。
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　湖沼水質保全対策特別措置法に基づく釜房ダム貯水池

水質保全計画の見直しに必要な基礎資料を得る。
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　釜房ダム貯水池への流入負荷算定に当たって，これま

で実測データが不足だった地下水などの非表流水につい

て，その流動を把握するため放射性同位元素トリチウム

に注目し，前年度に採取した地下水８件・湧水３件を，

原子力センターに測定依頼した。地下水ではＮＤ～

１．２Bq/l，湧水では３件ともNDで，体系的・計画的な測

定が必要と考えられる。
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　地下水の汚染状況を把握するため，概況調査，定期モ

ニタリング調査及び汚染井戸周辺地区調査を行う。
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　概況調査を各保健所管内の計１５地点，定期モニタリン

グ調査を県内全域の計５９地点で行った。水質分析件数は

表５のとおりである。概況調査では，１５地点全てで環境

基準を超過した項目はなかった。定期モニタリング調査

では，トリクロロエチレン１２．２％（４/３３），テトラクロロ

エチレン２４．３％（８/３３），砒素６１．９％（１３/２１），硝酸性

窒素及び亜硝酸性窒素５０．０％（４/８）が環境基準を超過し

た。
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　「松島湾リフレッシュマスタープラン」に基づいて実

施中の，浚渫・覆砂・下水道整備等の各種事業が水質等

に与える改善効果について，松島湾定点８ヶ所の採水分

析を行い，プランの見直しなどに役立てるもの。平成５

－30－

計本 庁気仙沼石 巻登 米栗 原大 崎黒 川塩 釜岩 沼仙 南保健所名

２７５８４０３８２１２２４３１３２２２９３９実 施 件 数

１，３８５６２２００１８３１３３１１５１６８４６１２６１６７１８５分 析 項 目
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計
汚染井戸

周辺地区

定期モニタ

リング調査

概況

調査
分析項目計

汚染井戸

周辺地区

定期モニタ

リング調査

概況

調査
分析項目

１５００１５ベンゼン７４０５９１５pH
１５００１５セレン４８０３３１５トリクロロエチレン

１５００１５カドミウム４８０３３１５テトラクロロエチレン

１５００１５全シアン１５００１５四塩化炭素

１６０１１５鉛４８０３３１５１，１，１-トリクロロエタン

１５００１５六価クロム１５００１５ジクロロメタン

３６０２１１５ヒ素４８０３３１５１，２-ジクロロメタン

１５００１５総水銀４８０３３１５１，１-ジクロロエチレン

１５００１５アルキル水銀４８０３３１５シス-１，２-ジクロロエチレン

１５００１５PCB４８０３３１５１，１，２-トリクロロエタン

２３０８１５硝酸性窒素１５００１５１，３-ジクロロプロペン

２３０８１５亜硝酸性窒素１５００１５チウラム

１５００１５フッ素１５００１５シマジン
１５００１５ほう素１５００１５チオベンカルブ
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年度が初年度で，平成１９年度まで１５ヵ年計画で調査を実

施する。
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　調査分析件数は表６のとおりである。リフレッシュ事

業による水質改善効果を，水質の経年変化から把握する

とともに，藻場造成の効果を予測する基礎資料となった。
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　富栄養化している閉鎖性海域の水質浄化に海藻を活用

するため，海藻（アカモク）の栄養塩の吸収等浄化機能

の調査を実施する。
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　松島湾福浦島沖において，円筒状のビニールで囲んだ

隔離水塊にアカモクを入れ，水質の変動を連続的に把握

する調査を３回行った。第１回　１０/１６～１７　４８検体７２０

項目，第２回　１２/９～１１　６５検体９７５項目，第３回　３/２４

～２５　７１検体１，０６５項目，合計　１８４検体２，７６０項目。
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　外因性内分泌攪乱化学物質（環境ホルモン）について，

環境汚染の実態や生物への影響調査を実施する。
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　環境省からの依頼で，要調査項目調査用として，江合

川・伊豆沼の各１件，伊豆沼底質１件を採取し，分析担

当機関へ送付した。また，環境ホルモン対策事業として，

�汚染実態調査：吉田川・鳴瀬川上中下流の各１地点で

２回１２検体，アルキルフェノール類８４項目，�生物影響

調査：松島湾・女川湾・気仙沼湾の１９地点でイボニシ等

の巻貝のメスがオス化する割合と有機すず化合物含有量

の関連を確認
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　鉛川流域の水質の監視強化を図るため，５ヵ年計画で

調査を開始した。
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　調査分析件数は表７のとおり。Pb，Cd，Zn，Fについ

て，①降雨後は高濃度・高負荷，②降雨後の濃度は時間

経過とともに減少，③湧水中のPb，Cd，ZnとFの間には

負の相関があることが分かった。
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　魚介類へい死・油流出事故など発生時における実態把

握，原因究明等の行政上必要な環境調査を行い，公共用

水域の水質保全に資する。
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　水質分析件数は表８のとおりである。
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　伊豆沼・内沼における水質浄化方法の検討を行い，水

質改善の基礎資料を得る。
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　巻上底質除去試験，生物を利用した水質浄化試験（カ

ラス貝生息調査，水生生物分解試験）に関する水質分析

を行った。分析件数は表９のとおりである。
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　自然の水循環がもたらす恩恵は，物質的・精神的に，

備　　　考分析項
目 数検体数

８地点（表層・中層）１，３４４９６環境モニタリング

��������	
����������

備考計その他
項　目

生活環
境項目検体数区　分

６，８，１０，１２月１，５８１１，４６１１２０６０精密調査

６/２４～２５４８６４５０３６１８通日調査

８/２７～２８６５６６３０２６２６湧水調査

２，７２３２，５４１１８２１０４合　計
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備　　　　　　考分析項目検体数調　査　内　容

細倉事業場事件に関する重金属６７１４７細倉事業場排水調査

湖沼水・底質のPb６６平筒沼オオハクチョウへい死

飲用井戸のPb２２クレー射撃場飲料水

６７９５５計

分　析　項　目
検体数調　査　名

計その他生活環境項目

９８３６７３３１０９２水質等調査



ヒトの生存の根底を永続的に保証するものである。しか

し都市化の進行等により，自然の水循環系が損なわれ，

様々な問題が発生している。このため，上流から下流ま

で総合的な水循環の実態を把握し，持続可能な健全な水

循環の姿を提案する。
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　既往の調査研究及び各種文献等から検討を行い，報告

書をとりまとめた。環境共生を目指した健全な水循環を

再生するには，上流から河口域までの流域一貫の思想の

もとに，汚濁指標（BOD値等）や水量の管理だけでなく，

自然環境保全の視点も必要である。
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　海域や湖沼における有機汚濁の原因のうち，溶存有機

物の各成分の存在比を把握するため，樹脂による化学的

分画を行い，その動態を明らかにする。
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　伊豆沼における溶存態有機炭素及び各分画成分の季節

的変化について検討し，研究継続中である。

����������	
������������

��������	
��

��������

　国立環境研究所が開発した酵母Two-hybrid法を用い，

環境ホルモン（エストロンゲン様活性物質）を定量する

手法を検討した。
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　１１種類の環境化学物質標準品を添加した検体と河川水

で試験を行い，比色法に比べ高感度で，妨害も少なく，

再現性も良いことが確認され，研究継続中である。
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　酸性雨による湖沼の中長期にわたる影響を把握するた

め，モニタリング調査の対象となっている桑沼について

採水・分析を行い，湖沼の水質のデータを継続的に収集，

検討する。なお，本調査の一環として精度管理調査も併

せて実施する。
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　水質分析件数は表１０のとおりである。
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　有害物質による公共用水域・地下水の汚染を未然に防

止するため，要監視項目の適正な監視を行い，検出状況

等の推移を把握する。

���������

　過去の調査結果も考慮し，公共用水域（河川８，湖沼３，

海域４地点；年２回），地下水は平成１４年度地下水水質

測定計画の概況調査地点のうち５地点（年１回）を選定

し，測定を行った。水質分析結果は表１１のとおりである。

要監視項目の指針値として設定されている値（ただし，

CNP，ニッケル及びアンチモンについては現在，値は設

定されていない。）を超えて検出された検体はなかった。

���������	
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　公共用水域での有害物質の水生生物への影響を把握す

るため，水生生物の生息状況を調査するとともに，水環

境中の化学物質の測定を行い，水生生物保全の観点から

の水質目標の検討に資する。

���������

　二迫川，鉛川，迫川及び北上川の１０地点において９月

と１１月の２回調査を行った。当センターでは化学物質の

水質分析を行った。水質分析件数は表１２のとおりである。

二迫川，鉛川，迫川及び北上川において，水質分析を行っ

た９月は亜鉛が３地点，カドミウムが２地点，１１月は３

地点で亜鉛及びカドミウムのいずれもが検出された。

����������	
��������
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　 分 析 項 目　
検体数　調査区分　

計その他の
項 目

生活環境
項 目

２４８２２２２６１８湖 内 表 面 水

２４２４０６土 壌

１１１０１１精度管理調査

２８３２５６２７２５計

検体数測 定 項 目検体数測 定 項 目

２０イ ソ プ ロ チ オ ラ ン２０B O D

２０クロロタロニル（TPN）２０亜 鉛

２０プ ロ ピ ザ ミ ド２０銅

２０E P N２０カ ド ミ ウ ム

２０ジクロロボス（DDVP）２０シ マ ジ ン

２０フェノブカルブ（BPMC）２０チ オ ベ ン カ ル ブ

２０イプロベンホス（IBP）２０イ ソ キ サ チ オ ン

２０クロルニトロフェン（CNP）２０ダ イ ア ジ ノ ン

２０オ キ シ ン 銅２０フェニトロチオン（MEP）

３６０計

分　析　項　目

検体数
調 査
回 数

地点数区　分
計

生活環
境項目

要監視
項 目

７２０６０６６０３０２１５公共用水域

１２０１０１１０５１５地 下 水

８４０７０７７０３６３２０計
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　宮城県地域防災計画の主旨に基づき，県内４火山（蔵

王，栗駒，鬼首，鳴子）について定点観測調査を行い，

火山防災対策に資する。
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　分析件数は表１３のとおりである。蔵王火山は「次第に

衰退する活動の中の周期的な活動期」から「沈静化した

安定期」に入り，その他の火山は安定している。
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　「魚取沼のテツギョ保全対策検討委員会」の実施計画

に基づきモニタリング調査として魚取沼の水質垂直分布

調査を実施した。
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　調査分析件数は表１４のとおりである。沼内水質は台風

の大雨出水や植物プランクトン影響があるものの，栄養

塩類，有機物，主な溶存成分は従来とほぼ同じレベルだっ

た。

����������	
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　環境省主催の調査に参加して，環境測定分析の精度の

向上を図り，測定データの信頼性の確保に資する。
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　模擬水質試料としては「COD（化学的酸素要求量）」，

「全窒素」，「全燐」及び「環境ホルモン等」の２種類の

試料が設定された。「COD」，「全窒素」及び「全燐」の

３項目を選択し，参加した。

計ガ ス
分析項目

水 質
分析項目検 体 数種　類

２２４２１２０３７温 泉 水

１１８６１１２４湖 沼 水

９９０３硫 気 孔

２７０２７１そ の 他

３７８３６３４２１５計

��������	
��������������������

計
分　析　項　目

検　体　数区　　　分
その他の項目生活環境項目

４３５２８５１５０１５沼内水質垂直分布調査



　平成１４年度の主要事業は，仙南・塩釜（岩沼・黒川支

所含む）・石巻保健所の①食品営業施設取締指導事業に

おける検査（収去検査），②食中毒防止総合対策事業，

③温泉保護対策事業，④環境衛生事業，および⑤地域保

健関係職員研修事業，⑥調査研究，⑦その他の行政検査

事業である（表１）。
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���������食品衛生法第１７条に基づく収去品の

検査を実施した。（貝毒検査は別掲）

　　　　基準不適合件数は，細菌検査項目７５件，理化学

検査項目８件，合計８３件であった。

���������検体１，３６７件について総計２，９７９項目

を実施した。

���������：検体８０５件について総計１，６９８項目

を実施した。

���������麻痺性貝毒及び下痢性貝毒の検査を

流通品について実施した。

　　　　ホタテ貝５件，かき８件，あさり１０件の合計２３

件について実施したが，いずれの貝毒も検出さ

れなかった。

����������	
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　食品衛生法第２７条の規定により，原因究明のため事件

数１４件，検体数１８７件について検査を実施した。サルモ

ネラ１件，エロモナス１件，腸炎ビブリオ１件，赤痢菌

－34－
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検査項目数検体数事　　　　　　　業　　　　　　　名分　　類

�　食品営業施設取締指導事業

１　行政検査

　イ　収去検査（貝毒を除く）

２，９７９１，３６７　　　細菌検査

１，６９８８０５　　　理化学検査

４６２３　ロ　貝毒検査

４，７２３２，１９５小　　計

１，４９６１８７�　食中毒防止総合対策事業

３２１６�　温泉保護対策事業

�　環境衛生事業

３６６９４　　プール施設

５２８８８　　公衆浴場

８９４１８２小　　計

７３２２�　その他の行政検査

７，２１８２，６０２合　　計

�　経 常 研 究

２　調査研究 　イ　食品中食品添加物検査法の効率化の検討

　ロ　水道施設における生物学的水質調査

地域保健関係職員研修事業３　そ の 他
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１件，ウエルシュ菌１件，カンピロバクター１件を検出

した。なお、微生物部でSRSV４件を検出した。詳細は表

２に示した。

����������	

　温泉の適正な利用と衛生指導に資するため，温泉水の

飲用基準に沿った細菌学的水質について５施設（１６件）

の検査を実施した。不適合施設はなかった。

���������

　「遊泳用プールの衛生基準」及び，「公衆浴場の水質基

準」による衛生指導の資料を得るため，プール施設（検

体数９４件：検査総項目数３６６），公衆浴場施設（検体数８８

件：検査総項目数５２８）の水質について調査した。

　そのうちプール水では２施設３検体３項目で，公衆浴

場水では，２施設５検体５項目で基準不適合があった。

�����������

　保健環境行政を遂行するための調査事業。食品検査に

関しては不良食品（疑いを含む），有症苦情関連食品等

の検査，対米・対EU輸出品の品質検査等を行った。また，

衛生害虫等の保健所が受理する苦情相談に係る，当セン

ターの窓口としての業務を担当した。

　その他，保健所が行う国民健康・栄養調査の採血検査

に際し，職員を派遣し，技術の提供を行った。
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　保存料，甘味料，酸化防止剤，品質保持剤検査につい

て検討を行い，検査標準作業書の見直しを行った。

����������	
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　平成１３年度は，川崎町，蔵王町及び白石市におけるろ

過施設を有していない６施設について水質調査を実施し

た。その結果，従属栄養細菌数の把握は，水道原水の安

全性を確保するための良好な指標となることが推察され

た。平成14年度は，この調査の有用性の確認を行ったほ

か，前年度において異常値を示した施設について，原因

究明及び改善のための調査研究を行った。詳細は資料に

示した。
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　平成１３年度から３カ年計画で取り組んでいる共通テー

マ「バイオアッセイ手法による環境化学物質へのアプ

ローチ」の中「環境化学物質検出のための生物種の検討」

を担当し，酵母Two-hybrid法（発色法，発光法）でエス

トロゲン様活性物質の標準品11種類について測定を行い，

再現性及び感度を確認した。詳細は資料に示した。
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　試験検査の精度と信頼性を確保すると共に，技術の向

上のための各種の研修事業として，試験検査専門研修，

特殊検査技術，精密分析機器研修等を実施した。
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備考検　出　菌
検　　　　　　体

原　因　食　品発生場所
受付
月日

�
その他拭取食品吐物健康者便患者便

関連調査サルモネラ・ティフィムリウム１４飲食店の食事仙 台 市４．２１

エロモナス１不明大 和 町６．１４２

有症苦情（－）１家庭の食事松 島 町６．２８３

ボイド赤痢菌１４不明海外渡航７．１７４

関連調査腸炎ビブリオ（０３：K６）５ホテルの食事福 島 県８．７５

関連調査（－）１仕出し弁当茨 城 県８．１６６

ウエルシュ菌１４４２８２６社員食堂の食事岩 沼 市９．１７７

カンピロバクター・コリ１２６３１不明多賀城市１０．２９８

有症苦情（－）２ファストフード店の牛乳多賀城市１２．７９

関連調査SRSV４旅館の食事山 形 県１２．１１１０

関連調査（－）１不明福 岡 県１２．１３１１

SRSV３３不明女 川 町１２．２４１２

関連調査SRSV７レストランの食事仙 台 市１．１７１３

関連調査SRSV１飲食店の食事仙 台 市１．２７１４

１８７１４２０４７０８９８計



　平成１４年度に実施した主な業務は，気仙沼・栗原・登

米・大崎保健所の食品営業施設取締指導事業に関わる食

品検査及び食中毒の原因究明検査等の行政検査である。

さらに，環境衛生事業に伴う各種水質検査及び酸性雨モ

ニタリング調査のための雨水検査等を実施した。（表１）
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　規格基準または規範，県指導基準を超えたものは，細

菌検査１３５件，理化学検査７件，合計１４２件であった。

����������	
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　食中毒発生時における被害の拡大防止，衛生指導に資

するため原因究明の検査を行う。１３事件，２４８検体の検

査を実施した。検出細菌等の詳細を（表２）に示した。
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　環境衛生指導に資するため，「遊泳用プールの衛生基

準」及び「公衆浴場における水質等に関する基準」に基

づいて，プール水３７施設８１件，公衆浴場水３９施設１０５件

の検査を実施した。

　プール水は２施設６検体１０項目，公衆浴場水は９施設

８検体１２項目の不適合があった。

����������	


　酸性雨被害未然防止の資料とするため，平成１４年７月

及び９月に，管内２市１６町で採水した雨水７５件１８９項目

（pH，導電率，貯水量）の検査を実施した。

　大気部でイオン成分分析を行い，あわせて結果を報告

している。

��������

　温泉の適正な利用と衛生指導に資するため，飲用に供

する温泉水の細菌学的検査を実施した。

�����������

　生食用かき浄化試験，アイスクリーム・豆腐製造施設

実態調査など，保健環境行政を推進するために必要な検

査を行った。
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　大崎地域住民の健康づくり活動を積極的に進めるため

の事業の中で，心電図および肺活量の測定を実施した。
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　本所試験検査部と共同で平成１３年度から実施している。

平成１４年度は涌谷町内の施設について，採水時期による

細菌叢の違いを把握するための水質調査を行った。

　その結果は，平成１４年度の研究発表会で発表した。
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検査項目数検体数事　　　　　　　業　　　　　　　名分　　類

�　食品収去検査

１　行政検査

２,５０８９５３　イ　細菌検査

９１０４７４　ロ　理化学検査

３,４１８１,４２７小　　計

１,９８４２４８�　食中毒等原因究明検査

�　環境衛生関係検査

３３１８１　イ　プール水

１７９１０５　ロ　公衆浴場水

５１０１８６小　　計

１８９７５�　全県一斉酸性雨調査

６３�　温泉水検査

１４０５１�　その他の行政検査

３１４１５７�　健康増進関連検査

６,５６１２,１４７合　　計

�　経常研究
２　調査研究

２９３６　水道施設における生物学的水質調査
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備考検　出　菌

検　　　　　体

検体数原因食品発生場所
受　付
年月日

番　

号 その他
ふき
取り

食品吐物
健康
者便

患者便

関連調査
サルモネラ・ティ
フィムリウム

５５
飲食店の
食 事

仙 台 市H１４.４.３１

有症苦情（－）６２６２不 明古 川 市６.１５２

黄色ブドウ球菌（コ
�，エンテロトキシ
ンA，B）セレウス菌

２７６１１０２６
仕 出 し
弁 当

気仙沼市６.１７３

セレウス菌７５１４１７
飲食店の
食 事

古 川 市７.２４４

黄色ブドウ球菌（コ
�，エンテロトキシ
ンB，C）

２０１１３１
ホテルの
食 事

気仙沼市７.２９５

有症苦情（－）２２不 明古 川 市７.３０６

有症苦情（－）１４５不 明小野田町８.２３７

有症苦情（－）１１２不 明古 川 市９.６８

関連調査
黄色ブドウ球菌（コ
�，�，�，エンテロト
キシンB，C，AD）

１８９
仕 出 し
料 理

一関市・
栗 駒 町

１０.２６９

サルモネラ・エンテ
リティディス

２１０７１９１５５３
仕 出 し
料 理

中新田町１１.２６１０

有症苦情（－）１１不 明古 川 市１２.１６１１

有症苦情（－）３３不 明若 柳 町１２.２９１２

有症苦情SRSV８１７７３２
旅 館 の
食 事

気仙沼市H１５.２.６１３

４５２５０２２０１２０２４８合　計
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